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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第14期中
第15期
第２四半期
連結累計期間　

第16期中 第14期 第15期

会計期間

自　2007年
７月１日
至　2007年
12月31日

自　2008年
７月１日
至　2008年
12月31日

自　2009年
７月１日
至　2009年
12月31日

自　2007年
７月１日
至　2008年
６月30日

自　2008年
７月１日
至　2009年
６月30日

売上高（百万円） 333,339188,418 7,826 584,322312,638

経常損失（△）（百万円） △5,285 △4,609 △1,934△12,702△5,117

中間（当期）純利益又は中間（当期）純

損失（△）（百万円）
△759 △8,774 14,710△27,416△16,586

純資産額（百万円） 44,088 9,828 △2,703 18,152△20,568

総資産額（百万円） 304,393166,003 25,334202,040110,354

１株当たり純資産額（円） 7,723.61△4,311.15△2,617,681.75△1,830.17△3,591.10

１株当たり中間（当期）純利益金額又は

中間（当期）純損失金額（△）（円）
△313.95△2,932.393,354.48△10,758.66△3,919.55

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 6.3 △7.8 △10.7 △2.7 △19.9

営業活動によるキャッシュ・フロー

（百万円）
△3,653 △6,038 △423　 △18,533△3,869

投資活動によるキャッシュ・フロー

（百万円）
29,213 6,296 △6,531 43,461 7,931

財務活動によるキャッシュ・フロー

（百万円）
△26,699△7,058 △166 △72,699△10,516

現金及び現金同等物の中間期末（期末）

残高（百万円）
56,400 11,520 3,888 9,689 11,023

従業員数

 ［ほか、平均臨時雇用者数］ （名）

37,496

[16,016]

27,906

[2,345]

2,035

[168]

31,765

[6,170]

17,944

[2,185]

　（注）１．売上高には、消費税および地方消費税（以下、「消費税等」という。）は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しており

ません。

３．前中間連結会計期間(2008年７月１日から2008年12月31日まで)は四半期報告書を提出しているため、第15期

中間連結会計期間に代えて第15期第２四半期連結累計期間について記載しております。

４．第16期中の各項目の大幅な増減の主な要因は、「産業活力再生特別措置法所定の特定認証紛争解決手続」

(以下「事業再生ＡＤＲ手続」)の成立に伴い、金融機関等からの借入金につき、債務免除を受けたこと、2009

年11月10日付で100％減資をおこなったこと、および借入債務の担保に供しておりました関係会社株式の担

保権の行使に伴う連結子会社の減少等によるものであります。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第14期中 第15期中 第16期中 第14期 第15期

会計期間

自　2007年
７月１日
至　2007年
12月31日

自　2008年
７月１日
至　2008年
12月31日

自　2009年
７月１日
至　2009年
12月31日

自　2007年
７月１日
至　2008年
６月30日

自　2008年
７月１日
至　2009年
６月30日

売上高（百万円） 6,742 － 2,144 9,954 5,607

経常損失（△）（百万円） △489 － △1,943 △2,736 △5,199

中間（当期）純利益又は中間（当期）純損

失（△）（百万円）
△5,276 － 16,260△30,877△23,258

資本金（百万円） 32,267 － 309 34,517 35,453

発行済株式総数（株） 2,522,118 － 15,4683,022,1186,142,118

純資産額（百万円） 20,595 － △4,969 △460 △21,848

総資産額（百万円） 203,966 － 31,385135,740111,569

１株当たり配当額（円） － － － － －

自己資本比率（％） 10.1 － △15.8 △0.3 △19.6

従業員数

［ほか、平均臨時雇用者数］（名）

128

[11]

－

[－]

186

[24]

109

[8]

200

[43]

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」および「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)

純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。

３．第15期中は四半期報告書を提出しているため記載しておりません。

４．第16期中の中間純利益発生の主な要因は、事業再生ＡＤＲ手続の成立に伴い、子会社および金融機関等から

の借入金等につき債務免除を受けたことによるものであります。また、総資産額の減少の主な要因は、借入債

務の担保に供しておりました関係会社株式の担保権の行使に伴う関係会社株式及び借入金の減少等による

ものであります。

２【事業の内容】

　当社グループ(当社および当社の関係会社)は、当社(ラディアホールディングス㈱)および連結子会社の㈱テクノプ

ロ・エンジニアリング他４社により構成されており、技術者派遣「人材派遣・請負事業」、管理業務の提供「シェ

アードサービス事業」を主たる業務としております。 

　当中間連結会計期間における、事業内容の変更および主要な関係会社の異動は、次のとおりであります。

[人材派遣・請負事業]

　ラディアホールディングス・プレミア㈱、㈱シーテック、㈱ハイテック、㈱ＣＳＩ、㈱エヌ・アンド・シー、RADIA

Holdings America, Inc.およびRADIA Holdings Europe B.V.は2009年12月１日付で当該株式の担保権が行使され

たことに伴い、当社の関係会社ではなくなっております。

　

[シェアードサービス事業]

　当社は、当期より当社の子会社に加えて、Promontoria Investments I B.V.の直接保有となった国内事業会社に対

しても、人事・総務・財務・経理等の管理業務を提供しております。　
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３【関係会社の状況】

　事業再生ＡＤＲ手続の成立に伴いPromontoria Investments I B.V.に対して借入金の担保として差入れておりまし

たラディアホールディングス・プレミア㈱、㈱シーテック、㈱ハイテック、㈱ＣＳＩ、㈱エヌ・アンド・シー、RADIA

Holdings America, Inc.およびRADIA Holdings Europe B.V.の全株式につき、2009年12月１日付で担保権が行使され

ました。これにより、前連結会計年度まで連結子会社であった当該会社は当社の関係会社に該当しなくなりました。

　　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 2009年12月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

 人材派遣・請負　　 1,825　〔132〕

 シェアードサービス 186　〔 24〕

 全社（共通） 24　〔 12〕

合計 2,035　〔168〕

　（注）１．従業員は就業人員であります。

２．従業員数欄の〔　〕内は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員であり外数で記載しております。

３．従業員が前連結会計年度末に比べ15,909名減少しておりますが、これは主にPromontoria Investments Ⅰ

B.V.が、2009年12月１日付で当社の保有する関係会社株式に付されておりました担保権を行使したことによ

り、資本関係がなくなり連結子会社が減少したことによるものであります。　

　

(2）提出会社の状況

 2009年12月31日現在

従業員数（人） 186 〔 24〕

　（注）従業員は就業人員であり、臨時従業員は当中間会計期間の平均雇用人員を外数で〔　〕内に記載しております。

　

　

(3）労働組合の状況

　当社各子会社には、UIゼンセン同盟人材ゼネラルサービスユニオンが組織されております。労働組合の状況につ

きましては、特記事項はございません。 

　また、労働関連訴訟（２件）が現在係争中となっております。　　　
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当中間連結会計期間(2009年７月１日～2009年12月31日)におけるわが国の経済は、一部の経済指標に回復兆候が

みられるものの、依然として国内企業における雇用環境は厳しく、当社グループの中核事業である技術者派遣を取

り巻く環境も依然として厳しい状況下にあります。

　このような環境のもと、当社は、事業再生ＡＤＲ手続の中で、事業再生計画を策定し、協議を進めてまいりました

が、2009年10月23日開催の債権者会議において、当社の債務の一部免除および債務の株式化等の金融支援を含む事

業再生計画について、全対象債権者の皆様から同意書の提出をいただき、事業再生ＡＤＲ手続が成立しました。

　この結果、金融機関等からの債務免除により前連結会計年度に比べ192億46百万円の債務超過の減少となり、当中

間連結会計期間末の自己資本(株主資本と評価・換算差額等の合計)は27億３百万円の債務超過となっております。

　事業再生ＡＤＲ手続の成立に伴うPromontoria Investments Ⅰ B.V.(以下「プロモントリア社」)による主要子

会社株式の担保権の行使により、当社の傘下には主に㈱テクノプロ・エンジニアリングのみが事業会社として残っ

ておりますが、当社は、㈱テクノプロ・エンジニアリングに加えて、プロモントリア社の直接保有となった国内事業

会社に対しても、人事・総務・財務・経理等の管理業務を提供する、いわゆるシェアードサービスを行い、早期の債

務超過解消を目指してまいります。

　

　この結果、当中間連結会計期間における売上高は78億26百万円となり(前年同期の売上高は1,884億18百万円)、営

業利益は４億30百万円(前年同期は49百万円の営業損失)となりました。

　また、支払利息(19億31百万円)や非中核事業の経費等(６億23百万円)が影響し経常損失は19億34百万円(前年同期

は46億９百万円の経常損失)となりました。

　しかしながら、事業再生ＡＤＲ手続の成立に伴い、金融機関等からの借入金等につき、債務免除を受けたことが大

きく影響して当中間連結会計期間における中間純利益は147億10百万円（前年同期の四半期純損失は87億74百万

円）となりました。

　

　事業のセグメント別の状況は、次のとおりであります。

　（人材派遣・請負事業）

　人材派遣・請負事業においては、輸出製造業不況による生産ラインの活動量低下、設備投資の抑制、失業率の上昇

等の経済環境により、依然として厳しい状況となりました。

　中核事業の技術者派遣におきましては、製造業に関して生産量等が上昇することが予定されており、ＩＴ系設備投

資も標準水準に回復する見込であります。今後、エンジニアの需要が高まってくることが予想され、業績の回復が期

待されます。機械、電気・電子、情報処理、制御などの各種分野で高いスキルを持つエンジニアを確保することで顧

客満足の最大化を追求いたします。　

　これらの結果、当中間連結会計期間における「人材派遣・請負事業」の業績は、売上高が60億44百万円、営業利益

が２億４百万円となりました。　

　（シェアードサービス事業）　

　当社は、当期より当社の子会社に加えて、プロモントリア社の直接保有となった国内事業会社に対しても、人事・

総務・財務・経理等の管理業務を提供しております。シェアードサービス機能を提供する事業に特化することによ

り、各事業会社から安定的に業務委託費等を徴収し、販売管理費コストを賄うとともに、一定の収益を確保しており

ます。

　これらの結果、当中間連結会計期間における「シェアードサービス事業」の業績は、売上高が17億82百万円、営業

利益が４億７百万円となりました。

　

　なお事業再生ＡＤＲ手続の成立とプロモントリア社による主要子会社株式の担保権の行使により、海外に連結子

会社が存在しなくなったため、所在地別セグメントおよび海外売上高の記載はしておりません。　

　 

 

(2）キャッシュ・フロー

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下資金という）は、38億88百万円となり、前年同期と比

べ、76億31百万円減少致しました。増減の主な要因は連結子会社の減少によるものであり、各キャッシュ・フローの

状況は以下のとおりであります。
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① 営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果支出した資金は、４億23百万円（前年同期は60億38百万円の支出）となりました。

　これは主に、税金等調整前中間純利益147億25百万円を計上しましたが、債務免除益209億24百万円、減損損失22億

54百万円を計上したこと、子会社株式売却損26億72百万円を計上したこと、受取手形及び売掛金の減少５億31百万

円、営業未収入金の減少３億23百万円等によるものであります。　

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果支出した資金は、65億31百万円（前年同期は62億96百万円の獲得）となりました。

　これは主に、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による支出が66億64百万円発生したこと等によるもので

あります。

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果支出した資金は、１億66百万円（前年同期は70億58百万円の支出）となりました。

　これは主に、短期借入による収入が76百万円であったこと、短期借入金を１億14百万円および長期借入金を１億25

百万円返済したこと等によるものであります。

　

(注)　　前中間連結会計期間は四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同期比較は前第２四半期連結累計期間との比

較を行っております。

　

２【生産、受注及び販売の状況】

　　(1）生産実績

　　　　提供するサービスの性格上、生産実績の記載には馴染まないため、記載は行っておりません。　

　

　　(2）受注状況

　　　　当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。　

事業の種類別セグメントの名称

当中間連結会計期間
（自　2009年７月１日
至　2009年12月31日）

受注高
（百万円）

受注残高
（百万円）

人材派遣・請負 5,662 1,064

合計 5,662 1,064

　（注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３．受注対象となる事業について記載しております。

４．前連結会計年度においては、四半期報告書を提出しており、中間連結財務諸表を作成していないため、前年同

期比については記載しておりません。　

　

(3）販売実績

事業の種類別セグメントの名称

当中間連結会計期間
（自　2009年７月１日
至　2009年12月31日）
金額（百万円）

人材派遣・請負 6,044

シェアードサービス 1,782

合計 7,826

　（注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。

　　　　２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３．前連結会計年度においては、四半期報告書を提出しており、中間連結財務諸表を作成していないため、前年同

期比については記載しておりません。　　
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３【対処すべき課題】

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「対処すべき課題」からの重要な変更は以下の通りであります。

　当社は、事業再生ＡＤＲ手続の中で、事業再生計画を策定し、協議を進めてまいりましたが、2009年10月23日開催の債

権者会議において、当社の債務の一部免除および債務の株式化等の金融支援を含む事業再生計画について、全対象債

権者の皆様から同意書の提出をいただき、事業再生ＡＤＲ手続が成立しました。

　このような環境下、当社グループは、コンプライアンス重視を経営の基本として、遵法精神の徹底をもって適正な人

材派遣事業運営を確保しつつ、2013年６月期までに債務超過を解消し、昨今の人材ビジネス市場を取り巻く環境の変

化に柔軟に対応し、ニーズを汲みながら的確な運営をしてまいります。

　今後、エンジニアの需要が高まってくることが予想され、業績の回復が期待されるため、機械、電気・電子、情報処理、

制御などの各種分野で高いスキルを持つエンジニアを確保することで顧客満足の最大化を追求いたします。　

 

４【事業等のリスク】

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」からの重要な変更は以下の通りであります。

　文中の将来に関する事項は、本半期報告書提出日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が判断した

ものであります。

　当社は、事業再生ＡＤＲ手続の中で、事業再生計画を策定し、協議を進めてまいりましたが、2009年10月23日開催の債

権者会議において、当社の債務の一部免除および債務の株式化等の金融支援を含む事業再生計画について、全対象債

権者の皆様から同意書の提出をいただき、事業再生ＡＤＲ手続が成立しました。事業再生ＡＤＲ手続の成立に伴う

Promontoria Investments Ⅰ B.V.による主要子会社株式の担保権の行使により、当社の傘下には主に㈱テクノプロ

・エンジニアリングのみが事業会社として残っておりますが、当社は、㈱テクノプロ・エンジニアリングのみならず、

Promontoria Investments Ⅰ B.V.の直接保有となった国内事業会社に対しても、引き続き、人事・総務・財務・経理

等の管理業務を提供する、いわゆるシェアードサービスを行い、早期の債務超過解消を目指してまいります。 

　当社グループは、当該状況を解消するための具体的な対応策の実施により、継続企業の前提に関する重要な不確実性

は認められないと判断しております。
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５【経営上の重要な契約等】

　当社は、事業再生ＡＤＲ手続の中で、事業再生計画を策定し、協議を進めてまいりましたが、2009年10月23日開催の債

権者会議において、当社の債務の一部免除および債務の株式化等の金融支援を含む事業再生計画について、全対象債

権者の皆様から同意書の提出をいただき、事業再生ＡＤＲ手続が成立しました。 

　当社は、事業再生計画に基づき、金融支援の実行を受けております。その概要は次のとおりであります。 

（１）債務免除及び債務の株式化

　① 借入先　　　　　　　　　 　  Promontoria Investments Ⅰ B.V.を含む取引先15金融機関および子会社13社

　② 債務の内容および金額　　 　  借入金等56,359百万円（金融機関等21,543百万円、子会社34,816百万円）　

　③ 債務免除及び債務の株式化の内容

　　 　上記借入金等について、債務免除55,740百万円、及び債務の株式化618百万円を受けております。　

（２）担保権行使 

　① 担保権者　　　　　　　   　　Promontoria Investments Ⅰ B.V.

　② 担保権設定対象の債務　　  　 Promontoria Investments Ⅰ B.V.に対する長期借入金43,367百万円

　③ 担保権行使の内容           　Promontoria Investments Ⅰ B.V.に対して借入金の担保として差入れておりま

した当社が保有するラディアホールディングス・プレミア㈱、㈱シーテック、

㈱ハイテック、㈱ＣＳＩ、㈱エヌ・アンド・シー、RADIA Holdings America,

Inc.およびRADIA Holdings Europe B.V.の全株式につき、2009年12月１日付で

担保権が行使され、同額借入金が減少しております。また、当該担保権行使によ

り、子会社に求償権が発生いたしましたが、全額求償権放棄を受けております。

　　　　　　　　　　　　　　　　

　　（３）債務の返済条件緩和（返済方法の変更および返済期日のリスケジューリング）

　① 借入先　　　　　　　　   　　Promontoria Investments Ⅰ B.V.を含む取引先22金融機関

　② 債務の内容および金額　　 　  借入金9,980百万円

　③ 返済条件緩和の内容　　   　　2011年６月30日までに総額500百万円、2012年６月30日までに総額700百万円、

　　　　　　　　　　　　　　　　　2012年７月１日以降毎年総額1,000百万円を返済し、最長2021年６月30日を返

　　　　　　　　　　　　　　　　　済期日とします。　　　　　　　　　　　

　

６【研究開発活動】

　特記すべき事項はありません。

　

　

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当社グループ（当社および連結子会社）に関する財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析・検討

内容は、原則として中間連結財務諸表に基づいて分析したものであります。 

　なお、本項に記載した将来に関する事項は、当中間連結会計期間末現在において当社グループが判断したものであ

ります。　

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの中間連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成さ

れております。これらの中間連結財務諸表の作成にあたっては一部に見積りによる金額を含んでおりますが、見積

りにつきましては、過去実績や状況に応じ合理的と考えられる要因等に基づいており、妥当性についての継続的な

評価を行っております。しかしながら見積り特有の不確実性があるため、実際の結果はこれらの見積りと異なる場

合があります。　

(2）中間連結会計期間の経営成績及び財政状態の分析

①　経営成績の分析

　当中間連結会計期間における経営成績の概況については、「第２　事業の状況　１　業績等の概要　（1）業績」を

ご参照ください。

②　財政状態の分析

　　当中間連結会計期間における総資産は、253億34百万円と前連結会計年度末に比べて850億20百万円の減少とな

りました。株主資本は27億２百万円の債務超過と前連結会計年度末に比べて152億99百万円の増加となりまし

た。増減の主要因は事業再生ＡＤＲ手続の成立に伴うPromontoria Investments Ⅰ B.V.（以下「プロモントリ

ア社」）による主要子会社株式の担保権の行使、金融機関等による債務免除等によるものであり、具体的には以

下のとおりであります。

（流動資産）

　流動資産は58億78百万円と前連結会計年度末に比べ383億12百万円の減少となりました。これは主に、子会社株

式の担保権が行使されたことによる連結子会社の減少により現金及び預金が81億50百万円の減少となったこと、
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受取手形・売掛金が259億76百万円の減少となったこと等によるものであります。

（固定資産）

　固定資産は194億56百万円と前連結会計年度末に比べ467億８百万円の減少となりました。これは主に、流動資

産の減少と同様の理由による連結子会社の減少によりのれんが299億83百万円減少したこと、商標権が79億71百

万円減少したこと、ソフトウェアが13億３百万円減少したこと等によるものであります。

（流動負債）　

　流動負債は30億８百万円と前連結会計年度末に比べ639億24百万円の減少となりました。

　これは主に、デット・エクイティ・スワップ（債務の株式化）および債務免除により短期借入金が398億58百万

円減少したこと（1年内返済長期借入金を含む）、連結子会社の減少により、支払手形及び買掛金が19億70百万円

減少したこと、未払費用・未払金が165億58百万円減少したこと等によるものであります。

（固定負債）

　固定負債は250億29百万円と前連結会計年度末に比べ389億60百万円の減少となりました。

　これは主に、短期借入金の減少と同様の理由により、長期借入金が323億33百万円減少したこと、および連結子会

社の減少により退職給付引当金が32億84百万円減少したこと等によるものであります。

（純資産）

　自己資本（株主資本と評価・換算差額等の合計）は、27億３百万円の債務超過と、前連結会計年度末に比べ192

億46百万円の債務超過減少となりました。これは主に、金融機関等による債務免除に伴い209億24百万円の債務

免除益を計上したことによるもの（当中間連結会計期間の純利益147億10百万円）であります。

(3）経営成績に重要な影響を与える要因について

　当中間連結会計期間において経営成績に重要な影響を与える要因については、「第２　事業の状況　４　事業等

のリスク」をご参照ください。
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(4）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当中間連結会計期間における資本の財源及び資金の流動性についての分析は、「第２　事業の状況　１　業績等の

概要　（2）キャッシュ・フロー」をご参照ください。

(5）経営者の問題認識と今後の方針について

　当中間連結会計期間において、経営者の問題認識と今後の方針については、前事業年度の有価証券報告書から重

要な変更はありません。

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社は、2009年10月23日開催の債権者会議において全対象債権者の皆様の同意により事業再生ＡＤＲ手続が成

立しました。当社は今後、以下の事業再生計画を確実に遂行し、抜本的な事業再生に取り組んでまいります。 

　　　

（事業再生計画の概要） 

 ① 組織再編による当社グループの再構築

当社の最大債権者であるプロモントリア社により当社の子会社株式に係る担保権の実行を行って頂き

ます。これにより当社は、経理・人事などのシェアードサービス機能を当社の子会社として残る㈱テクノプ

ロ・エンジニアリングおよびプロモントリア社の子会社となる各国内事業会社に提供する事業に特化する

ことにより、安定的な経営指導料を徴収し、当社の販管費コスト等を賄います。 

 ② 取引金融機関等による金融支援

　　　当社子会社の一部およびプロモントリア社を含む金融機関等の債権者に対して、債権放棄や債務の株式化を

柱とする金融支援ならびに残債務の元利金の返済条件緩和を要請しております。

 ③ 関係会社の売却・整理・資産売却

　非中核事業や遊休不動産については早期に売却し、借入金の削減および資金繰りの改善等に努めます。具

体的には非中核事業を早期に外部に売却するとともに現在休眠会社となっている㈱コムスンや㈱グッド

ウィルなども解散することにより、当社グループは技術者派遣事業分野に注力し特化することとし、当社お

よび当社グループの資金繰りと事業効率の改善の実現を図ります。また、当社の保有する有料老人ホームで

あるバーリントンハウス（馬事公苑および吉祥寺）などの資産を売却し、担保付借入金の削減およびその

金利負担の軽減に努めてまいります。　

 ④ コスト削減

　継続的な自助努力として、「事業再構築および業務構造改革」にて策定済みの諸施策（役員報酬の減額、

給与手当の減額、販管人員の削減）を着実に実行することで、一層のコスト削減努力に努めてまいります。

　

　この結果、金融機関等からの債務免除により前連結会計年度に比べ192億46百万円の債務超過の減少となり、当

中間連結会計期間末の自己資本(株主資本と評価・換算差額等の合計)は27億３百万円の債務超過となっており

ます。

　事業再生ＡＤＲ手続の成立に伴うプロモントリア社による主要子会社株式の担保権の行使により、当社の傘下

には主に㈱テクノプロ・エンジニアリングのみが事業会社として残っておりますが、当社は、㈱テクノプロ・エ

ンジニアリングのみならず、プロモントリア社の直接保有となった国内事業会社に対しても、引き続き、人事・総

務・財務・経理等の管理業務を提供する、いわゆるシェアードサービスを行い、早期の債務超過解消を目指して

まいります。　

　当社グループは、当該状況を解消するための具体的な対応策の実施により、継続企業の前提に関する重要な不確

実性は認められないと判断しております。　
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。  

 

２【設備の新設、除却等の計画】

　前連結会計年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。また、当中間連結会計期間

において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。

 

 

 

 

 

EDINET提出書類

ラディアホールディングス株式会社(E05034)

半期報告書

11/92



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,250

Ａ種優先株式 18,750

計 20,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行数

（株）
（2009年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2010年３月30日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 1,250 1,250非上場 （注）1、3、4、5

Ａ種優先株式 14,218 14,218非上場 （注）1、2、3、4

計 15,468 15,468 － －

（注）１．発行済株式の普通株式1,250株およびＡ種優先株式14,218株は現物出資（債務の株式化）によるものでありま

す。

　　　２．（Ａ種優先株式）

1.剰余金の配当に関する事項

（1）優先配当金

①期末配当

　当社は、2011年６月期に係る事業年度以降の事業年度に係る定時株主総会の決議に基づき定款第34条第

１項の期末配当を行うときは、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対し、普通株主または普通

登録株式質権者に先立ち、Ａ種優先株式1株当たり1,600円（当該事業年度において、②本文による中間配

当を行ったときは、当該中間配当による配当金を控除した額）の配当金（以下「Ａ種優先配当金」とい

う。）を支払う。ただし、当社は、分配可能額、現預金残高および残債権の弁済状況等を踏まえて、期末配当

を実施しないことができる。

②中間配当

　当社は、2011年６月期に係る定時株主総会以降、定款第35条の中間配当を行うときは、Ａ種優先株主また

はＡ種優先登録株式質権者に対し、普通株主または普通登録株式質権者に先立ち、Ａ種優先株式１株当た

り800円の配当金を支払う。ただし、当社は、分配可能額、現預金残高および残債権の弁済状況等を踏まえ

て、中間配当を実施しないことができる。

（2）非累積条項

　Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対して支払う配当金の額が、Ａ種優先配当金の額に達し

ないときは、その不足額を翌事業年度以降に累積しない。

（3）参加条項

　当社が普通株主または普通登録株式質権者に対して剰余金の配当を行う場合には、Ａ種優先株主または

Ａ種優先登録株式質権者に対しては、（1）による剰余金の配当に加え、Ａ種優先株式１株につき普通株式

１株当たりの剰余金の配当の額と同額の剰余金の配当を行う。

2.残余財産分配に関する事項

（1）当社は、残余財産の分配をするときは、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対して、残余財産

のうち、2009年11月11日における資本金および資本剰余金の合計額に相当する額を控除した部分につき、

普通株主または普通登録株式質権者に先立って分配する。ただし、Ａ種優先株式１株につき1,000,000円を

上限とする。

（2）当社は、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対しては、（1）のほか、残余財産の分配を行わな

い。
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3.株主総会における議決権

Ａ種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。

4.現金を対価とする取得条項

（1）当社は、当初株主が2009年11月30日において当社に対して有する貸付債権の全部が返済された日（以下

「債務完済日」という。）後初めて開催される定時株主総会以降、各定時株主総会後３ヶ月以内で取締役

会が定めた日（以下「取得日」という。）が到来することを条件として、Ａ種優先株式の全部または一部

を取得することができる。

（2）当社は、Ａ種優先株式１株を取得するのと引換えに、Ａ種優先株主に対して、Ａ種優先株式取得価額に相

当する金額の金銭を交付する。

（3）当社がＡ種優先株式の一部を取得するときは、当社は、取得日を定める取締役会において、当該取得日の

属する事業年度の直前事業年度の末日における現預金または取得日における分配可能額のいずれか小さ

い額の50％に相当する額を、Ａ種優先株式取得価額で除して得た数（１未満の数は切り捨てる。）のＡ種

優先株式を取得する旨を定めるものとする。この場合における各Ａ種優先株主から取得するＡ種優先株式

の数は、当該取得日において当該各Ａ種優先株主が保有するＡ種優先株式の数に、当該数のＡ種優先株式

の発行済種類株式総数のうちに占める割合を乗じて得た数（１未満の数は切り捨てる。）とする。

（4）（2）および（3）の「Ａ種優先株式取得価額」とは、次に掲げるいずれか大きい額に1.1を乗じた額（１

円未満の端数は切り捨てる。）とする。

①　債務完済日の属する事業年度の末日（以下「取得価額算定基準日」という。）における株主資本の額

から2009年11月11日における資本金および資本剰余金の合計額に相当する額を控除した額を取得

価額算定基準日のＡ種優先株式の発行済種類株式総数で除した額

②　40,000円

5.取得対価を無償とする取得条項

　当社は、Ａ種優先株式の譲渡につき取締役会の承認を要する場合において、会社法の規定により当社の取締

役会の承認があるものとみなされたことに基づき、Ａ種優先株式を第三者（定款第９条第２項（1）から

（6）までに掲げる者を除く。以下「無承認取得者」という。）が取得することを条件として、Ａ種優先株式

（無承認取得者が取得したＡ種優先株式に限る。）の全部を無償取得することができる。

6.種類株主総会の特則

　当社がＡ種優先株式またはＡ種優先株式を目的とする新株予約権に関する募集事項の決定をする場合に

は、Ａ種優先株主を構成員とする種類株主総会の決議を要しない。

３．　株式の譲渡制限に関する規定は次の通りであります。

　当社の発行する全部の株式について、会社法第107条第１項第１号に定める内容（いわゆる譲渡制限）を

定めており、当該株式の譲渡または取得について取締役会の承認を要する旨を定款第９条において定めて

おります。

４．　当社は単元株制度は採用しておりません。

５．　普通株式につきまして、会社法第108条第１項第１号、第３号、第８号および第９号に掲げる事項について、定

款において定めております。　

　

（２）【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

　

（３）【ライツプランの内容】

　　　　　該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2009年11月10日

（注）１　
－ 6,142,118△35,144  － △15,180 －

2009年11月10日

（注）２　
△6,142,118 － － － － －

2009年11月10日

（注）３　
1,250 1,250 25 25 25 25

2009年11月30日

（注）４　
14,218 15,468 284 309 284 309

　（注）１　会社法第447条第１項および会社法第448条第１項の規定に基づき、資本金および資本準備金を減少し、その他

資本剰余金へ振替えたものであります。

　　　　２　自己株式の消却による減少であります。

　　　　３　有償第三者割当増資による増加であります。

　　　　　　①　株式の割当先　　Promontoria Investments I B.V.

　　　　　　②　発行株式数　　　1,250株（普通株式）

　　　　　　③　発行価格　　　　40,000円

　　　　　　④　資本組入額　　　20,000円

　　　　４　有償第三者割当増資による増加であります。

　　　　　　①　株式の主な割当先　　Promontoria Investments I B.V. 他13社

　　　　　　②　発行株式数　　　14,218株（Ａ種優先株式）

　　　　　　③　発行価格　　　　40,000円

　　　　　　④　資本組入額　　　20,000円
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（５）【大株主の状況】

所有株式数別

①普通株式

 2009年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

Promontoria Investments I B.V.

（常任代理人　西村あさひ法律事務所）　

Oude Utrechtseweg 16. 3743 KN Baarn.

The Netherlands

（東京都港区赤坂1-12-32）　

1,250 100.00

　　

②Ａ種優先株式　

 2009年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

Promontoria Investments I B.V.

（常任代理人　西村あさひ法律事務所）

Oude Utrechtseweg 16. 3743 KN Baarn.

The Netherlands

（東京都港区赤坂1-12-32）

8,522 59.93

株式会社関西アーバン銀行 大阪市中央区西心斎橋１丁目２番４号 1,755 12.34

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 1,264 8.89

株式会社八十二銀行 長野市大字中御所字岡田１７８番地８ 469 3.29

株式会社常陽銀行 水戸市南町2丁目5番5号 469 3.29

株式会社第三銀行 三重県松阪市京町510番地 375 2.63

株式会社新銀行東京 東京都新宿区西新宿一丁目２１番１号 312 2.19

中央三井信託銀行株式会社 東京都港区芝三丁目３３番１号 233 1.63

株式会社南都銀行 奈良市橋本町１６番地 189 1.32

東京債権回収株式会社 東京都千代田区九段北四丁目２番１号 159 1.11

計 － 13,747 96.68

　　

所有議決権数別

 2009年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数
（個）

総株主の議決権
に対する所有議
決権数の割合
(％)

Promontoria Investments I B.V.

（常任代理人　西村あさひ法律事務所）　

Oude Utrechtseweg 16. 3743 KN Baarn.

The Netherlands

（東京都港区赤坂1-12-32）　

1,250 100.00

　（注）１．前事業年度末現在主要株主であったPromontoria Investments Ⅱ B.V.およびPromontoria Investments Ⅲ

B.V.は、当中間期末では主要株主ではなくなりました。 

２．Ａ種優先株式につきましては、議決権はありません。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 2009年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 Ａ種優先株式　 14,218 － Ａ種優先株式（注） 

議決権制限株式（自己株式等） － －  

議決権制限株式（その他） － －  

完全議決権株式（自己株式等） － －  

完全議決権株式（その他） 普通株式　　　　1,250 1,250 

単元未満株式 － －  

発行済株式総数 15,468 － －

総株主の議決権 － 1,250 －

　（注）Ａ種優先株式の内容は、「第４提出会社の状況　１株式等の状況　(１)株式の総数等　②発行済株式」の記載を参

照下さい。

　

②【自己株式等】

　　　　該当事項はありません。

 

２【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 2009年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 180 133 102 53 － －

最低（円） 105 93 30 2 － －

　（注）１．最高・最低株価は東京証券取引所（市場第二部）におけるものであります。

　　　　２．2009年10月29日付で上場廃止し、最終取引日である2009年10月28日までの株価について記載しております。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

(1）新任役員

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

就任年月日

 監査役　　

（常勤）
 ― 北村俊市 1942年５月28日 

1999年３月　東急建設株式会社退社

1999年12月　当社入社　総務部長

2009年11月　当社監査役（現任）　

(注) －
2009年

　11月10日

　(注)　監査役の任期は、就任の時から2013年６月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

 

(2）退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

監査役（常勤） ― 　　　美濃部　　義 2009年11月10日

監査役（常勤） ― 　　　杉之尾　孝　生　 2009年11月10日

監査役 ― 　　　石　井　成　明　 2009年11月10日

監査役 ― 　　　田　中　保　彦 2009年11月10日
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第５【経理の状況】

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　　

　(3）前中間連結会計期間（2008年７月１日から2008年12月31日まで）は四半期連結財務諸表を作成しているため、以

下に掲げる中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書および中間連結キャッシュ

・フロー計算書については、前中間連結会計期間との対比は行っておりません。

　なお、比較のために参考情報として前第２四半期連結会計期間末（2008年12月31日）の四半期連結貸借対照表並

びに前第２四半期連結累計期間（2008年７月１日から2008年12月31日まで）の四半期連結損益計算書および四半

期連結キャッシュ・フロー計算書を「１　中間連結財務諸表等」の「（２）その他」に記載しております。

　

　(4）前中間会計期間（2008年７月１日から2008年12月31日まで）は中間財務諸表を作成していないため、以下に掲げ

る中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書については、前中間会計期間との対比は行っており

ません。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（2009年７月１日から2009年12月

31日まで）の中間連結財務諸表および当中間会計期間（2009年７月１日から2009年12月31日まで）の中間財務諸表

について、新日本有限責任監査法人により中間監査を受けております。　
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１【中間連結財務諸表等】
（１）【中間連結財務諸表】
①【中間連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当中間連結会計期間末
(2009年12月31日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

(2009年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,888 ※1
 12,038

受取手形及び売掛金 1,447 ※1
 27,424

未成業務支出金 26 403

前払費用 417 1,765

短期貸付金 ※1
 5,230

※1
 5,242

その他 448 3,462

貸倒引当金 △5,581 △6,146

流動資産合計 5,878 44,190

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 10,293 13,493

減価償却累計額 △2,392 △3,230

建物及び構築物（純額） ※1
 7,901

※1
 10,262

工具、器具及び備品 843 4,639

減価償却累計額 △599 △3,452

工具、器具及び備品（純額） 244 1,187

土地 ※1
 4,930

※1
 6,195

その他 154 762

減価償却累計額 △66 △502

その他（純額） 88 260

有形固定資産合計 13,164 17,906

無形固定資産

のれん 4,512 34,496

ソフトウエア 90 1,393

その他 4 8,019

無形固定資産合計 4,607 43,909

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 209

※1
 491

長期貸付金 162 1,314

破産更生債権等 30 698

敷金及び保証金 840 2,694

その他 551 1,173

貸倒引当金 △104 △1,595

投資損失引当金 △6 △429

投資その他の資産合計 1,683 4,348

固定資産合計 19,456 66,164

資産合計 25,334 110,354
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（単位：百万円）

当中間連結会計期間末
(2009年12月31日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

(2009年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 78 2,048

短期借入金 281 ※1, ※2
 40,139

未払費用 996 14,466

未払法人税等 16 203

未払消費税等 135 677

未払金 478 3,568

賞与引当金 87 1,418

データ装備費損失引当金 7 542

事業撤退損失引当金 107 266

事業構造改善引当金 277 1,727

その他 541 ※1
 1,873

流動負債合計 3,008 66,932

固定負債

長期借入金 ※1
 23,123

※1, ※2
 55,457

退職給付引当金 93 3,378

長期預り保証金 1,757 2,039

その他 54 3,115

固定負債合計 25,029 63,990

負債合計 28,037 130,922

純資産の部

株主資本

資本金 309 35,453

資本剰余金 20,027 44,813

利益剰余金 △23,040 △95,764

自己株式 － △2,505

株主資本合計 △2,702 △18,002

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △0 △0

為替換算調整勘定 － △3,947

評価・換算差額等合計 △0 △3,947

少数株主持分 － 1,382

純資産合計 △2,703 △20,568

負債純資産合計 25,334 110,354
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②【中間連結損益計算書】
（単位：百万円）

当中間連結会計期間
(自　2009年７月１日
　至　2009年12月31日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自　2008年７月１日
　至　2009年６月30日)

売上高 7,826 312,638

売上原価 4,567 252,237

売上総利益 3,259 60,400

販売費及び一般管理費

給料及び手当 946 26,299

退職給付引当金繰入額 2 31

賃借料 419 6,270

通信費 128 1,816

のれん償却額 137 2,886

減価償却費 53 1,822

業務委託費 379 1,796

その他 761 17,624

販売費及び一般管理費合計 2,829 58,547

営業利益 430 1,853

営業外収益

受取利息 2 74

受取配当金 0 0

受取賃貸料 152 155

還付加算金 2 48

その他 23 400

営業外収益合計 180 679

営業外費用

支払利息 1,931 5,074

賃貸費用 596 712

その他 17 1,863

営業外費用合計 2,545 7,650

経常損失（△） △1,934 △5,117

特別利益

貸倒引当金戻入額 65 －

債務免除益 ※1
 20,924 －

その他 725 ※4
 2,160

特別利益合計 21,715 2,160

特別損失

減損損失 ※2
 2,254

※2
 18,878

子会社株式売却損 ※3
 2,672 －

投資損失引当金繰入額 0 429

事業構造改善費用 13 ※5
 5,823

その他 113 ※6, ※7
 3,149

特別損失合計 5,055 28,281

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純損
失（△）

14,725 △31,237
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（単位：百万円）

当中間連結会計期間
(自　2009年７月１日
　至　2009年12月31日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自　2008年７月１日
　至　2009年６月30日)

法人税、住民税及び事業税 15 79

法人税等還付税額 － △411

法人税等調整額 － 9,289

法人税等合計 15 8,956

少数株主損失（△） － △23,607

中間純利益又は中間純損失（△） 14,710 △16,586

EDINET提出書類

ラディアホールディングス株式会社(E05034)

半期報告書

21/92



③【中間連結株主資本等変動計算書】
（単位：百万円）

当中間連結会計期間
(自　2009年７月１日
　至　2009年12月31日)

前連結会計年度の
要約連結株主資本等変動計算

書
(自　2008年７月１日
　至　2009年６月30日)

株主資本

資本金

前期末残高 35,453 34,517

当中間期変動額

減資 △35,453 －

新株の発行 309 936

当中間期変動額合計 △35,144 936

当中間期末残高 309 35,453

資本剰余金

前期末残高 44,813 43,878

当中間期変動額

減資 35,453 －

欠損填補 △58,043 －

新株の発行 309 936

自己株式の消却 △2,505 △0

自己株式の処分 － △1

当中間期変動額合計 △24,785 934

当中間期末残高 20,027 44,813

利益剰余金

前期末残高 △95,764 △78,582

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － △42

当中間期変動額

中間純利益又は中間純損失（△） 14,710 △16,586

欠損填補 58,043 －

連結子会社の決算期変更に伴う増減 － 113

新規連結による剰余金減少高 － △11

連結子会社減少による剰余金減少額 △29 △1,264

合併による増加 － 608

当中間期変動額合計 72,724 △17,140

当中間期末残高 △23,040 △95,764

自己株式

前期末残高 △2,505 △2,506

当中間期変動額

自己株式の取得 － △0

自己株式の消却 2,505 0

自己株式の処分 － 1

当中間期変動額合計 2,505 1

当中間期末残高 － △2,505

株主資本合計

前期末残高 △18,002 △2,691
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（単位：百万円）

当中間連結会計期間
(自　2009年７月１日
　至　2009年12月31日)

前連結会計年度の
要約連結株主資本等変動計算

書
(自　2008年７月１日
　至　2009年６月30日)

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － △42

当中間期変動額

減資 － －

欠損填補 － －

新株の発行 618 1,872

中間純利益又は中間純損失（△） 14,710 △16,586

連結子会社の決算期変更に伴う増減 － 113

自己株式の取得 － △0

新規連結による剰余金減少高 － △11

連結子会社減少による剰余金減少額 △29 △1,264

合併による増加 － 608

自己株式の消却 － －

自己株式の処分 － 0

当中間期変動額合計 15,299 △15,268

当中間期末残高 △2,702 △18,002

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △0 △212

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

0 212

当中間期変動額合計 0 212

当中間期末残高 △0 △0

為替換算調整勘定

前期末残高 △3,947 △2,572

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

3,947 △1,374

当中間期変動額合計 3,947 △1,374

当中間期末残高 － △3,947

評価・換算差額等合計

前期末残高 △3,947 △2,784

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

3,947 △1,162

当中間期変動額合計 3,947 △1,162

当中間期末残高 △0 △3,947

少数株主持分

前期末残高 1,382 23,628

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△1,382 △22,246

当中間期変動額合計 △1,382 △22,246

当中間期末残高 － 1,382
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（単位：百万円）

当中間連結会計期間
(自　2009年７月１日
　至　2009年12月31日)

前連結会計年度の
要約連結株主資本等変動計算

書
(自　2008年７月１日
　至　2009年６月30日)

純資産合計

前期末残高 △20,568 18,152

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － △42

当中間期変動額

減資 － －

欠損填補 － －

新株の発行 618 1,872

中間純利益又は中間純損失（△） 14,710 △16,586

連結子会社の決算期変更に伴う増減 － 113

自己株式の取得 － △0

新規連結による剰余金減少高 － △11

連結子会社減少による剰余金減少額 △29 △1,264

合併による増加 － 608

自己株式の消却 － －

自己株式の処分 － 0

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

2,565 △23,409

当中間期変動額合計 17,864 △38,677

当中間期末残高 △2,703 △20,568
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当中間連結会計期間
(自　2009年７月１日
　至　2009年12月31日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・フロー

計算書
(自　2008年７月１日
　至　2009年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間
純損失（△）

14,725 △31,237

減価償却費 334 3,537

減損損失 2,254 18,878

子会社清算損益（△は益） △2 △1,119

固定資産除却損 0 22

債務免除益 △20,924 －

のれん償却額 137 2,886

長期前払費用償却額 1 8

貸倒引当金の増減額（△は減少） △394 △701

投資損失引当金の増減額（△は減少） 0 △1,219

賞与引当金の増減額（△は減少） △9 △8,521

データ装備費損失引当金の増減額（△は減少） △535 △31

事業撤退損失引当金の増減額（△は減少） △158 △6,402

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） △381 1,494

退職給付引当金の増減額（△は減少） 26 △518

受取利息及び受取配当金 △2 △75

支払利息 1,931 5,074

子会社株式売却損益（△は益） 2,672 －

受取手形及び売掛金の増減額（△は増加） 531 23,309

営業未収入金の増減額（△は増加） 323 21

たな卸資産の増減額（△は増加） 5 212

未収消費税等の増減額（△は増加） 183 △349

未払消費税等の増減額（△は減少） 21 △2,727

賃借保証金の増減額（△は増加） 14 846

支払手形及び買掛金の増減額（△は減少） 43 △511

未払費用の増減額（△は減少） △250 △13,507

預り保証金の増減額（△は減少） △250 △222

その他 1,189 9,277

小計 1,491 △1,573

利息及び配当金の受取額 3 86

利息の支払額 △1,896 △5,053

法人税等の支払額 △43 △1,911

法人税等の還付額 22 4,582

営業活動によるキャッシュ・フロー △423 △3,869
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（単位：百万円）

当中間連結会計期間
(自　2009年７月１日
　至　2009年12月31日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・フロー

計算書
(自　2008年７月１日
　至　2009年６月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △16 △656

有形固定資産の売却による収入 0 6,338

無形固定資産の取得による支出 △6 △299

貸付けによる支出 △290 △752

貸付金の回収による収入 403 2,354

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

△6,664 －

その他 43 946

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,531 7,931

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △38 △1,219

長期借入金の返済による支出 △125 △6,076

その他 △2 △3,221

財務活動によるキャッシュ・フロー △166 △10,516

現金及び現金同等物に係る換算差額 － △57

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △7,120 △6,512

現金及び現金同等物の期首残高 ※1
 11,023 9,689

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 8

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の
増加額

－ 9

連結子会社除外による現金及び現金同等物の減少額 △13 △1,186

連結子会社の決算期変更に伴う現金及び現金同等物
の増加高

－ 9,015

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1
 3,888

※1
 11,023
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【中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
当中間連結会計期間
（自　2009年７月１日
至　2009年12月31日）

前連結会計年度
（自　2008年７月１日
至　2009年６月30日）

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数　　　　　 5社

  連結子会社は、㈱グッドウィル、㈱コムスン、㈱テク

ノプロ・エンジニアリング、㈱日設グループ・コア、

バーリントン事業承継㈱であります。

　㈱プレミア・スタッフは2009年７月１日に保有株式

のすべてを売却したため、当期首より連結の範囲から

除外しております。

　事業再生ＡＤＲ手続の成立に伴いPromontoria

Investments I B.V.に対して借入金の担保として差

入れておりました当社及び子会社が保有するラディ

アホールディングス・プレミア㈱、㈱シーテック、㈱

ハイテック、㈱ＣＳＩ、㈱エヌ・アンド・シー、RADIA

Holdings America, Inc.及びRADIA Holdings Europe

B.V.の全株式につき、2009年12月１日付で担保権が行

使されました。これにより、前連結会計年度まで連結

子会社であった当該子会社は、当期首をみなし売却日

として連結の範囲から除外しております。

　また、上記子会社の異動に伴い前連結会計年度まで

連結子会社であった㈱プレミアライン、㈱アテスト、

㈱プレミアエステート、㈱サンヨーナイスコーポレー

ション、㈱日構シーエスエスも当社の子会社ではなく

なりましたので、当期首より連結の範囲から除外して

おります。

　㈱バンテクノは重要性が低下したため、当期首より

連結の範囲から除外しております。

連結子会社の数　　　　　58社

　主要な連結子会社は、ラディアホールディングス・

プレミア㈱（2008年10月１日付で㈱グッドウィル・

プレミアより商号変更）、㈱シーテック、㈱テクノプ

ロ・エンジニアリング等であります。

　㈱ライフクリスタルは2007年12月31日、㈱警備・施

工マネジメントは2008年９月１日に全事業を譲渡し、

重要性が低下したため、連結の範囲から除外しており

ます。

　㈱プレミア・メディカルケアは2008年４月４日に保

有株式のすべてを売却したため、連結の範囲から除外

しております。

　Advantage Professional Payroll Services UK

Limited. （2008年10月１日付でGW Professional

Payroll Services UK Limitedより商号変更）を2008

年５月19日に新規設立したことに伴い、連結の範囲に

含めております。

　Food Scope Midtown LLCおよび他４社は重要性が低

下したため、連結の範囲から除外しております。

　㈱シービーエスは、2008年４月１日付で、連結子会社

である㈱プレミア・スタッフと合併し消滅会社と

なったため、連結の範囲から除外しております。

　㈱メディカルリサーチ、㈱プレミア・オペレーショ

ンおよび㈱CAS は2008年６月30日付けで清算結了し

ているため、連結の範囲から除外しております。

　Crystal(UK)Holdings Limited および他２社は、解

散のため連結の範囲から除外しております。

　Olivier Group Pty.Limited は2008年９月９日に株

式の60.1％を取得したため、連結の範囲に含めており

ます。

　American Crystal,Inc. は2008年９月13日付で連結

子会社であるRADIA Holdings America, Inc.と合併

し消滅したため、連結範囲から除外しております。

　Talentbridge International, Inc. は2008年12月

31日付で連結子会社であるRADIA Holdings America,

Inc.と合併し消滅したため、連結範囲から除外してお

ります。

　㈱ティエスティおよび㈱CIT は2009年１月１日付で

連結子会社である㈱シーテックと合併し消滅したた

め、連結範囲から除外しております。

　㈱アドバンテージ・アソシエイツ・ジャパンは2009

年１月１日、連結子会社である㈱プレミア・スタッフ

に事業譲渡し、重要性が低下したため、連結範囲から

除外しております。

　㈱技能育成センターおよび㈱プレミア・サービス

は、連結子会社である㈱プレミアラインに事業譲渡

し、重要性が低下したため、連結範囲から除外してお

ります。

　㈱フードスコープは2009年２月１日に一部事業を譲

渡し、重要性が低下したため、連結範囲から除外して

おります。

　バーリントン事業承継㈱は2009年４月１日付で吸収

分割方式により、事業の一部を譲り受けたことに伴い

重要性が増大したため、連結の範囲に含めておりま

す。

　㈱プレミア・スタッフは2009年４月１日付で非連結

子会社でありました㈱クリスタルベルグを吸収合併

しております。
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項目
当中間連結会計期間
（自　2009年７月１日
至　2009年12月31日）

前連結会計年度
（自　2008年７月１日
至　2009年６月30日）

　 　

　

　

　

　

　㈱エヌ・アンド・シーは2009年５月１日付で吸収分

割方式により、㈱日構シーエスエスおよび㈱サンヨー

ナイスコーポーレーションの事業の一部を譲り受け

たことに伴い重要性が増大したため、連結の範囲に含

めております。

　TAC World Wide Cayman, Ltd.およびTAC

Engineering Service, Ltd.、TAC Engineering

Resources, Ltd.は清算結了したため、連結範囲から

除外しております。

　当社の国内子会社である㈱プレミア・スマイル他27

社については、いずれも小規模であり、合計の総資産、

売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等が、いずれも連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微であるため、連結の範囲から除外し

ております。

２．持分法の適用に関する事項 持分法を適用しない非連結子会社

…19社

善誠科技発展（上海）有限公司

他18社

持分法を適用しない非連結子会社

…28社

㈱プレミア・スマイル

他27社

　 （持分法を適用しない理由）

　上記19社はそれぞれ中間純損益（持分に見合う額）

および利益剰余金（持分に見合う額）等がいずれも

中間連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため持分法の適用から除外

しております。

（持分法を適用しない理由）

　上記28社はそれぞれ当期純損益（持分に見合う額）

および利益剰余金（持分に見合う額）等がいずれも

連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体と

しても重要性がないため持分法の適用から除外して

おります。

３．連結子会社の中間決算日（決

算日）等に関する事項

　連結子会社の中間決算日は、すべて12月31日であり

ます。　

　連結子会社のうち、在外子会社の決算日は３月31日

であります。

　連結財務諸表の作成にあたっては、決算日現在の財

務諸表を使用しております。ただし、連結決算日まで

の期間に発生した重要な取引については、連結上必要

な調整を行っております。

　なお従来、連結子会社のうち決算日が３月31日で

あった㈱バンテクノ、ラディアホールディングス・プ

レミア㈱および同社の国内子会社については同日現

在の財務諸表を利用し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については必要な調整を行っておりました

が、当連結会計年度より決算日を６月30日に変更して

おります。これに伴い2008年４月から６月までの３ヶ

月間の損益については利益剰余金に直接計上してお

ります。　

４．会計処理基準に関する事項 (1）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

その他有価証券 

時価のあるもの

中間決算期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算

定）

時価のないもの

移動平均法による原価法　

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券 　
時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

　 ロ　たな卸資産

未成業務支出金 

　主に個別法による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下による簿価切下げの方法により

算定）　

ロ．たな卸資産

同左
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項目
当中間連結会計期間
（自　2009年７月１日
至　2009年12月31日）

前連結会計年度
（自　2008年７月１日
至　2009年６月30日）

　 ―――――

　

　

（会計方針の変更）

　当連結会計年度より、「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７

月５日公表分）を適用し、評価基準については、

主に個別法による原価法によっておりましたが

主に個別法による原価法（収益性の低下による

簿価切下げの方法）に変更しております。これに

よる損益の影響額はありません。

 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産（リース資産を除く）

　当社および連結子会社については定率法を採用

しております（ただし、1998年４月１日以降に取

得した建物（附属設備を除く）については定額

法によっております。）。　

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

　当社および国内連結子会社については定率法を

採用しております（ただし、1998年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除く）については

定額法によっております。）。　　

 ロ　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。 

　なお、ソフトウェア（自社利用分）については、

見込利用可能期間（２～５年）に基づく定額法

によっております。

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。 

　なお、ソフトウェア（自社利用分）については、

見込利用可能期間（3～5年）に基づく定額法に

よっております。　

　 ハ．リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産　

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とし

て算定する定額法によっております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引

のうち、リース取引開始日が2008年６月30日以前

のリース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

ハ．リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とし

て算定する定額法によっております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引

のうち、リース取引開始日が2008年６月30日以前

のリース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

　ただし、在外連結子会社については、当該国の会

計基準に従っているため、ファイナンス・リース

取引については、通常の売買取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

 ニ　長期前払費用

　定額法を採用しております。

ニ．長期前払費用

　同左

　 (3）重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権お

よび破産更生債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(3）重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

　同左

　

　 ロ．退職給付引当金

　当社および一部の連結子会社において、従業員

の退職給付に備えるため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務の見込額に基づき、当中間連結

会計期間において発生していると認められる額

を計上しております。

　なお、数理計算上の差異については、各連結会計

年度の発生額を翌連結会計年度に一括費用処理

することとしております。

　また、過去勤務債務は、その発生年度において一

括償却により費用処理しております。　

ロ．退職給付引当金

　当社および一部の連結子会社において、従業員

の退職給付に備えるため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務の見込額に基づき、当連結会計

年度において発生していると認められる額を計

上しております。

　なお、数理計算上の差異については、各連結会計

年度の発生額を翌連結会計年度に一括費用処理

することとしております。

　また、過去勤務債務は、その発生年度において一

括償却により費用処理しております。

　 ハ．賞与引当金

　一部の連結子会社において、従業員に対して支

給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基

づき当中間連結会計期間の負担額を計上してお

ります。　　

ハ．賞与引当金

　一部の連結子会社において、従業員に対して支

給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基

づき当連結会計年度の負担額を計上しておりま

す。　　
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項目
当中間連結会計期間
（自　2009年７月１日
至　2009年12月31日）

前連結会計年度
（自　2008年７月１日
至　2009年６月30日）

　 ニ．受注損失引当金

　一部の連結子会社において、受注契約に係る将

来の損失に備えるため、損失が発生する可能性が

高いと見込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見

積ることが可能な受注契約について、損失見込額

を計上しております。　

ニ．受注損失引当金

　同左　　

　 ホ．投資損失引当金

　当社において、関係会社への投資に係る損失に

備えるため、当該会社の財政状態を勘案して関係

会社株式について必要額を計上しております。　

　　

ホ．投資損失引当金

　当社及び一部の連結子会社において、関係会社

への投資に係る損失に備えるため、当該会社の財

政状態を勘案して関係会社株式について必要額

を計上しております。　

　 ヘ．データ装備費損失引当金

　一部の連結子会社において、登録スタッフに負

担いただいた「データ装備費」の支払いに伴う

損失に備えるため、登録スタッフの就労等を勘案

した支払見込額を計上しております。　

ヘ．データ装備費損失引当金

　同左　

　

　 ト．介護報酬返還引当金

―――――

ト．介護報酬返還引当金

　一部の連結子会社において、介護保険対象外の

サービスに対して給付を受けたものに対する各

自治体への返還に備えるため、返還見込額を計上

しております。　

　 チ．事業撤退損失引当金

　一部の連結子会社において、事業からの撤退に

より発生する損失に備えるため、発生見込額を計

上しております。　

チ．事業撤退損失引当金

　同左

　 リ．事業構造改善引当金

　当社および一部の連結子会社において、業務構

造改革として実施するグループ各社の本社移転、

営業所統廃合および希望退職の募集等に伴い発

生が見込まれる費用に備えるため、合理的な見積

額を計上しております。　

リ．事業構造改善引当金

　同左

 (4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換

算の基準

　外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換

算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社等の資産および負

債は、決算日の直物為替相場により、収益および費

用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は

純資産の部における為替換算調整勘定および少数

株主持分に含めて計上しております。

 (5）その他中間連結財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項

イ．消費税等の会計処理

　消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式

によっており、控除対象外消費税は当中間連結会

計期間の期間費用として処理しております。 

(5）その他連結財務諸表作成のための基本となる重

要な事項

イ．消費税等の会計処理

　消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式

によっており、控除対象外消費税は当連結会計年

度の期間費用として処理しております。

　 ロ．連結納税制度の適用

　―――――

ロ．連結納税制度の適用

　一部の国内連結子会社と在外連結子会社は連結

納税制度を適用しております。

５．中間連結キャッシュ・フロー

計算書（連結キャッシュ・フ

ロー計算書）における資金の範

囲

　中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金

（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資から

なっております。

　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な

預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期投資からなってお

ります。
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【注記事項】

（中間連結貸借対照表関係）
当中間連結会計期間末
（2009年12月31日）

前連結会計年度末
（2009年６月30日）

１　※１　担保資産 １　※１　担保資産

　　　金融機関等からの借入金の担保に供している資産およびこれに対

応する債務は次のとおりであります。

　金融機関等からの借入金の担保に供している資産およびこれに

対応する債務は次のとおりであります。

　(1) 担保に供している資産 (1) 担保に供している資産

短期貸付金 4,386百万円

建物及び構築物 7,434

土地 4,930

関係会社株式 7,616

計 24,367

上記関係会社株式は連結上相殺消去されております。

現金及び預金 615百万円

受取手形及び売掛金 539

短期貸付金 4,386

建物及び構築物 9,325

土地 6,116

関係会社株式 101,446

計 122,429

　　　 　上記関係会社株式は連結上相殺消去されております。

　(2) 上記に対応する債務 (2) 上記に対応する債務

長期借入金 22,853百万円 短期借入金 27,168百万円

その他（１年内償還予定の社債） 300

長期借入金 54,398

計 81,866

　 　なお、一部の在外子会社の借入金およびコミットメントライン契

約における借入金実行残高(2009年3月31日現在3,593百万円)に対

して、当該在外子会社とその子会社の総資産(2009年３月31日現在

26,540百万円)を実質的に担保に供しております。

　また、一部の在外子会社における売掛金のファクタリング等によ

る借入金残高(2009年3月31日現在1,640百万円)に対して、当該在外

子会社とその子会社の総資産(2009年3月31日現在4,441百万円)を

担保に供しております。

―――――― ２　※２　コミットメントライン契約・当座貸越契約および財務制限条

項

　当社および一部の在外子会社は運転資金の効率的な調達を行う

ため、取引銀行等とコミットメントライン契約および当座貸越契

約を締結しております。

　　 （当社）

　当社の当連結会計年度末におけるコミットメントライン契約お

よび当座貸越契約に係る借入金実行残高は以下のとおりであり

ます。

　 コミットメントラインおよび

当座貸越極度額の総額
6,000百万円

借入実行残高 2,988

差引額 3,011

　　　 　金融機関からの借入金の一部について、主に下記内容の財務制限

条項が付されております。

　 ①　各連結会計年度(中間連結会計期間を含む）の末日における　連

結貸借対照表、貸借対照表の純資産額が、2004年６月末における

連結貸借対照表、貸借対照表の純資産額の75％を下回らないこ

と。

　 ②　各連結会計年度における連結損益計算書、損益計算書上の経常

損益または税引後当期純損益につき、２期連続して損失を計上し

ないこと。

　 ③　担保に供しているバーリントンハウス馬事公苑について、2009

年5月末日迄に、当該不動産の売却に関し、売買契約を締結し、且

つ、2009年6月末日迄に当該売却を完了すること。

　 　　また、Promontoria Investments I B.V.からの借入金について、下

記内容の財務制限条項が付されております。

　 ①　債務の完済に至るまでの間、当社の連結貸借対照表または中間

連結貸借対照表における株主資本の額が7,500百万円を下回らな

いこと。
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当中間連結会計期間末
（2009年12月31日）

前連結会計年度末
（2009年６月30日）

　 ②　債務の完済に至るまでの間、当社の連結貸借対照表または中間

連結貸借対照表における現金及び預金の額が10,000百万円を下

回らないこと。

　　 ③　債務の完済に至るまでの各半期における連結税引前・利払前・

償却前利益が２半期連続して5,000百万円を下回らず、かつ、当該

２半期の連結税引前・利払前・償却前利益の合計額が10,000百

万円を下回らないこと。

　 　当社は当連結会計年度末現在、下記借入金(総額72,370百万円)が

財務制限条項に抵触しております。

　 証書借入 69,382百万円

コミットメントライン 2,988

合計 72,370

　 （在外子会社）

　一部の在外子会社の2009年3月31日現在のコミットメントライ

ン契約における借入金実行残高は以下のとおりであります。

　 コミットメントラインの総額 4,860百万円

借入実行残高 1,923

差引額 2,936

　 　上記借入金について、主に下記内容の財務制限条項が付されてお

ります。

　 ①　当該在外子会社のFixed Charge Coverage Ratioが、直近４回の

四半期で連続して1倍を下回らないこと。

　 ②　以下の比率が４を上回らないこと。　

　 グループ外部に対する債務

直近４回の四半期の税引前・利払前

・償却前利益の合計

　 ③　当該借入金より劣後した債務の元本および金利の支払を行う場

合には一定の条件をみたすこと。

　 ④　追加の借入を実行する際には一定の条件をみたすこと。

　一部の在外子会社の借入金残高(2009年3月31日現在1,670百万円)

について、以下の財務制限条項が付されております。

　 ①　当該在外子会社のFixed Charge Coverage Ratioが、直近４回の

四半期で連続して１倍を下回らないこと。

　 ②　以下の比率が4.25を上回らないこと。

　 グループ外部に対する債務

直近４回の四半期の税引前・利払前

・償却前利益の合計
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当中間連結会計期間末
（2009年12月31日）

前連結会計年度末
（2009年６月30日）

３　偶発債務 ３　偶発債務

（イ）下記の関係会社等が締結しているリース契約について債務保証

の予約を行っております。

（イ）下記の関係会社等が締結しているリース契約について債務保証

の予約を行っております。

（会社名） （予約残高）

ラディアホールディングス・プレミア㈱ 11百万円

㈱グッド保険サービス 0

コムスン事業承継会社23社（注) 358

計 370

（会社名） （予約残高）

㈱グッド保険サービス 0百万円

コムスン事業承継会社23社（注) 566

計 566

（注）コムスン事業の譲渡に伴い、㈱コムスンが締結していたリー

ス契約について、コムスン事業承継会社に対し、引き続き債務保

証の予約を行っているものであります。

（注）コムスン事業の譲渡に伴い、㈱コムスンが締結していたリー

ス契約について、コムスン事業承継会社に対し、引き続き債務

保証の予約を行っているものであります。

　 （ロ）一部の在外子会社は、当連結会計年度以前に締結した海外の買収

契約に関連して翌連結会計年度以降の業績等に連動する利益成果

条項を結んでおります。これに伴い翌連結会計年度以降において、

利益成果条項による支払が生ずる可能性があります。

　 （ハ）当社は合意解約した国内子会社本社の定期賃貸借契約について、

新たな賃借人との賃貸借契約の時期および賃料等条件に応じて解

約金を負担する義務を負っております。当該解約金により、2013年

１月までの間において最大で5,637百万円の損失が追加で発生する

可能性があります。

　但し、当社は早い段階で当該解約金の解消をすべく関係者および

外部の専門家との協議を重ねており、当連結会計年度においては、

当期末における新たな賃貸人との賃貸借契約等の状況を踏まえ、事

業構造改善引当金を計上しております。

（ロ）当社および当社子会社である㈱コムスンは、2008年12月８日に㈱

ゼクスより不動産売買契約の解除に関連して（訴額約44億円）訴

訟を提起されましたが、当社は2009年１月９日に㈱ゼクスに対し、

不動産売買契約の解除による約定違約金（約42億円）および遅延

損害金の支払いを求める訴訟（反訴）を東京地方裁判所に提起し

ております。なお、2009年４月１日にゼクスアクティブ・シニアの

運営するバーリントンハウス事業をバーリントン事業承継㈱が、吸

収分割方式により事業承継いたしました。その結果、バーリントン

事業承継㈱が、入居者からの預り金（入居一時保証金）および未償

却残高返還債務を承継したため、㈱ゼクスから当社および㈱コムス

ンに対する訴額は約44億円から約17億円に減縮されております。

（ニ）同左
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（中間連結損益計算書関係）
当中間連結会計期間
（自　2009年７月１日
至　2009年12月31日）

前連結会計年度
（自　2008年７月１日
至　2009年６月30日）

１　※１　事業再生ＡＤＲ手続の成立に伴い、金融機関等からの借入金に

つき債務免除を受けたことによるものであります。

――――――

２　※２　当中間連結会計年度において、当社グループは以下の資産グ

ループについて減損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類 減損損失

　 　 　 百万円

東京都
シニアレジデンス拠点

建物及び構築物 1,534

土地 719

　 　 合計 2,254

　資産のグルーピングは、キャッシュ・フローを生み出す最小

単位として、支店、施設、店舗、物件、賃貸用不動産を基本単位と

しております。

　減損対象としたシニアレジデンス拠点は、売却を予定してい

るため、帳簿価額と実勢価額の差額を減損損失として特別損失

に計上しております。　

２　※２　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループ

について減損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類 減損損失

　 　 　 百万円

東京都
シニアレジデンス拠点

建物及び構築物 383

土地 2,896

東京都 人材派遣事業資産

工具、器具及び備品 31

その他 52

ソフトウエア 589

京都府 賃貸用不動産
建物及び構築物 116

土地 26

滋賀県 賃貸用不動産
建物及び構築物 370

土地 127

京都府 ホテル施設
建物及び構築物 215

土地 55

その他
人材派遣事業拠点・賃貸用不動産・その他15

件

建物及び構築物

工具、器具及び備品

その他

電話加入権

ソフトウェア

土地

95

20

2

34

53

256

－ － のれん 13,550

　 　 合計 18,878

　資産のグルーピングは、キャッシュ・フローを生み出す最小

単位として、支店、施設、物件、賃貸用不動産を基本単位として

おります。

　減損対象とした人材派遣事業拠点は、営業活動から生ずる損

益が継続してマイナスであり、将来の営業キャッシュ・フロー

もマイナスが見込まれるため、帳簿価額の全額を減損損失とし

て特別損失に計上しております。

　減損対象としたシニアレジデンス拠点は、不動産価格の下落

により、帳簿価額と実勢価格の差額を減損損失として特別損失

に計上しております。

　減損対象とした賃貸用不動産、ホテル施設等については、経営

環境の変化により投資額の回収が見込めなくなったため、帳簿

価額と実勢価格の差額を減損損失として特別損失に計上して

おります。

　また、人材派遣事業資産については、計画の中止に伴い、当社

グループの基幹システムとして開発を行っていた資産等につ

いて全額を減損損失として特別損失に計上しております。

　減損対象としたのれんについては、組織再編に伴う子会社株

式の再評価により、13,550百万円を減損損失として特別損失に

計上しております。

３　※３　Promontoria Investments I B.V.に対して借入債務の担保と

して差し入れておりました、ラディアホールディングス・プレ

ミア㈱他６社の担保権が行使されたことに伴う損益を計上し

ております。

――――――

―――――― ４　※４　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

土地 71百万円

建物及び構築物 239

工具、器具及び備品 0

有形固定資産「その他」 16

計 327

―――――― ５　※５　事業構造改善費用の内訳は次のとおりであります。

　 国内子会社本社移転費用 2,415百万円

早期退職関係費用 1,870

その他 　

計 5,823
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当中間連結会計期間
（自　2009年７月１日
至　2009年12月31日）

前連結会計年度
（自　2008年７月１日
至　2009年６月30日）

―――――― ６　※６　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

　 土地 519百万円

建物及び構築物 166

工具、器具及び備品 4

計 689

―――――― ７　※７　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

　 建物及び構築物 16百万円

工具、器具及び備品 4

有形固定資産「その他」 0

ソフトウェア 0

計 22
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

 

当中間連結会計期間（自　2009年７月１日　至　2009年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末株
式数（株）

当中間連結会計期間
増加株式数（株）

当中間連結会計期間
減少株式数（株）

当中間連結会計期間
末株式数（株）

発行済株式     

普通株式 6,142,118 1,250 6,142,118 1,250

Ａ種優先株式 － 14,218 － 14,218

合計 6,142,118 15,468 6,142,118 15,468

自己株式     

普通株式 29,773 － 29,773 －

合計 29,773 － 29,773 －

 (注)１.普通株式・Ａ種優先株式の増加は、第三者割当増資（15,468株）によるものであり、減少は100％無償減資によ

る消却（6,142,118株）によるものであります。

 　　２.自己株式の減少は、消却（29,773株）によるものであります。

　

前連結会計年度（自　2008年７月１日　至　2009年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

普通株式 3,022,118.273,120,000.00 0.27 6,142,118.00

 (注)増加株式数3,120,000株は、第三者割当増資によるものであり、減少は端株の消却（0.27株）によるものであります。

２．自己株式の種類および株式数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

普通株式 29,773.04 14.23 14.27 29,773.00

 (注)１.増加は端株の買取り（14.23株）によるものであり、減少は端株の売却（14.00株）、端株の消却（0.27株）によ

るものであります。

　　 ２.2008年10月１日をもって端株制度を廃止しております。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）
当中間連結会計期間
（自　2009年７月１日
至　2009年12月31日）

前連結会計年度
（自　2008年７月１日
至　2009年６月30日）

１　※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

１　※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

現金及び預金 3,888百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 3,888

現金及び預金 12,038百万円

拘束性預金 △1,015

現金及び現金同等物 11,023
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（リース取引関係）
当中間連結会計期間
（自　2009年７月１日
至　2009年12月31日）

前連結会計年度
（自　2008年７月１日
至　2009年６月30日）

１　ファイナンス・リース取引(借主側)

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

(ア)有形固定資産

人材派遣・請負事業における車両運搬具等

②　リース資産の減価償却の方法

　中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４　会計

処理基準に関する事項　(２)重要な減価償却資産の減価償却の方

法」に記載のとおりであります。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引

開始日が、2008年６月30日以前のリース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次

のとおりであります。

１　ファイナンス・リース取引(借主側)

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

(ア)有形固定資産

同左

②　リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４　会計処理

基準に関する事項　(２)重要な減価償却資産の減価償却方法」に記

載のとおりであります。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引

開始日が、2008年６月30日以前のリース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次

のとおりであります。

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および中間

期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額および期末残高相当額

 
器具及び備

品
(百万円)

車両
運搬具
(百万円)

ソフト
ウェア
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額相当額 327 16 143 11 499

減価償却累計額相当額 176 15 98 8 298

減損損失累計額相当額 － － － － －

期末残高相当額 150 1 44 2 200

 
器具及び備
品

(百万円)

車両
運搬具
(百万円)

ソフト
ウェア
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額相当額 600 41 314 30 986

減価償却累計額相当額 359 30 239 25 654

減損損失累計額相当額 － － － － －

期末残高相当額 241 11 74 4 331

(2）未経過リース料中間期末残高相当額

未経過リース料中間期末残高相当額　

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 147百万円

１年超 60

合計 207

１年内 196百万円

１年超 140

合計 337

リース資産減損勘定の残高 － リース資産減損勘定の残高 0

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、

支払利息相当額および減損損失

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、

支払利息相当額および減損損失

支払リース料 84百万円

リース資産減損勘定の取崩額 0

減価償却費相当額 79

支払利息相当額 5

減損損失 －

支払リース料 276百万円

リース資産減損勘定の取崩額 20

減価償却費相当額 232

支払利息相当額 38

減損損失 －

(4）減価償却費相当額および利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に

よっております。

(4) 減価償却費相当額および利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

同左

利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法については、利息法によってお

ります。

（減損損失について）

　リース資産に分配された減損損失はありません。

利息相当額の算定方法

　

同左　

　

（減損損失について）

　　　　同左
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当中間連結会計期間
（自　2009年７月１日
至　2009年12月31日）

前連結会計年度
（自　2008年７月１日
至　2009年６月30日）

２．オペレーティング・リース取引

（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未

経過リース料

２　オペレーティング・リース取引

（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未

経過リース料

１年内 715百万円

１年超 1,851

合計 2,566

１年内 1,654百万円

１年超 3,536

合計 5,191

　　（貸主側）

――――――

（貸主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未

経過リース料

　 １年内 21百万円

１年超 22

合計 44

 

（有価証券関係）
  

当中間連結会計期間末（2009年12月31日現在）

(1）その他有価証券で時価のあるもの 

   当中間連結会計期間末におけるその他有価証券で時価のあるものはありません。

(2）時価評価されていない有価証券

①　その他有価証券

内容 連結貸借対照表計上額（百万円）

①　非上場株式 6

②　その他 11

合計 17

　  

前連結会計年度末（2009年６月30日現在）

(1）その他有価証券で時価のあるもの

　　当連結会計年度におけるその他有価証券で時価のあるものはありません。　

(2）時価評価されていない有価証券

①　その他有価証券

内容 連結貸借対照表計上額（百万円）

①　非上場株式 9

②　その他 12

合計 21

(3）当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

415 3 219

（デリバティブ取引関係）

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当中間連結会計期間（自　2009年７月１日　至　2009年12月31日）

 
人材派遣・　
請負

（百万円）

シェアード　
サービス
（百万円）

計
（百万円）

消去又は　全
社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 6,044 1,782 7,826 － 7,826

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 22 538 561 △561 －

計 6,066 2,321 8,387 △561 7,826

営業費用 5,862 1,913 7,776 △379 7,396

営業利益（又は営業損失） 204 407 611 △181 430

　（注）１　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

　      ２　各事業の主な内容

(1) 人材派遣・請負事業……技術者派遣

(2) シェアードサービス事業……人事・総務・財務・経理等の管理業務の提供

　　

前連結会計年度（自　2008年７月１日　至　2009年６月30日）

　前連結会計年度においては、人材派遣・請負事業、介護・医療支援事業、その他の事業に区分しておりました。介護・医療

支援事業は、事業撤退により事業規模が縮小し、全セグメントの売上高の合計、営業利益の金額および全セグメントの資産

の金額の合計額に占める人材派遣・請負事業の売上高、営業利益および資産の金額の割合がいずれも90％超となりまし

た。そのため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。
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【所在地別セグメント情報】

当中間連結会計期間（自　2009年７月１日　至　2009年12月31日）

　本邦以外の国又は地域に連結子会社が存在しなくなったため、記載しておりません。

　

　　

前連結会計年度（自　2008年７月１日　至　2009年６月30日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
計

（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益                         

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 166,984108,94236,711312,638 － 312,638

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高
257 － － 257 (257) －

計 167,241108,94236,711312,895 (257)312,638

営業費用 165,494109,06536,936311,496 (711)310,785

営業利益（又は営業損失） 1,747 (122) (225) 1,399 453 1,853

Ⅱ　資産 59,01839,740 7,495106,2534,101110,354

（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２　日本以外の区分に属する主な国又は地域

(1) 北米：アメリカ

(2) 欧州：オランダ、イギリス

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は4,785百万円であり、その主なもの

は当社の管理部門に係る費用であります。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は12,700百万円であり、その主なものは当社での余

資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）および管理部門に係る資産であります。

　

【海外売上高】

当中間連結会計期間（自　2009年７月１日　至　2009年12月31日）

　本邦以外の国又は地域における売上高がないため、該当事項はありません。

　

　

 

前連結会計年度（自　2008年７月１日　至　2009年６月30日）

  北米 欧州 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 108,942 36,711 145,653

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － 312,638

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 34.8 11.7 46.5

（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　日本以外の区分に属する主な国又は地域

(1) 北米：アメリカ

(2) 欧州：オランダ、イギリス

３　海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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（企業結合等関係）

当中間連結会計期間（自2009年７月１日　至2009年12月31日）

（ラディアホールディングス・プレミア㈱他株式の担保権行使）

１．分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を行った主な理由、事業分離日および法的形式を含む事業分離の

概要

分離先企業名 Promontoria Investments I B.V.

分離した事業の内容 人材派遣・請負（ラディアホールディングス・プレミア㈱、㈱シーテック、
㈱ハイテック、㈱ＣＳＩ、㈱エヌ・アンド・シー、RADIA Holdings America,
Inc.およびRADIA Holdings Europe B.V.）

事業分離を行った主な理由
　事業再生ＡＤＲ手続の成立に伴い、借入債務の担保に供しておりました当

該株式につき担保権が行使されたことによる事業分離であります。　

事業分離日 2009年12月１日

法的形式を含む事業分離の概要
Promontoria Investments I B.V.に対する借入債務の担保として差入れ
ておりました当社および子会社が保有するラディアホールディングス・プ
レミア㈱他６社の全株式につき担保権が行使されました。

２．実施した会計処理の概要

　　　当社および子会社が保有するラディアホールディングス・プレミア㈱他６社の全株式をPromontoria Investments

I B.V.に対する借入債務の担保として差入れており、その担保権が行使されました。この結果、借入債務が43,367百

万円減少いたしました。

３．分離事業が含まれていた事業の種類別セグメントの名称

    　人材派遣・請負事業

４．当中間連結会計期間の中間連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

　　　前連結会計年度まで連結子会社であったラディアホールディングス・プレミア㈱他６社は当期首より連結範囲から

除外しているため、当中間連結会計期間の損益計算書に計上されている当該分離した事業に係る損益はありませ

ん。

５．継続的関与の主な概要

　　　当社は、当該担保権行使により、Promontoria Investments I B.V.の直接傘下となった国内事業会社と業務委託契約

を締結し、人事・総務・財務・経理等の管理業務（シェアードサービス機能）の提供を実施いたします。
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前連結会計年度（自2008年７月１日　至2009年６月30日）

（㈱ゼクスアクティブ・シニアからの吸収分割）

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の名称

被取得企業の名称 ㈱ゼクスアクティブ・シニア

取得した事業の内容 バーリントンハウス(住宅型有料老人ホーム)事業

企業結合を行った理由

　当社保有のバーリントンハウスの固定資産(住宅型有料老人ホーム)につき、
㈱ゼクスアクティブ・シニアとの売買契約を債務不履行を理由に解除いたし
ました。しかしながら、バーリントンハウス馬事公苑の入居者様へのサービス
継続およびバーリントンハウス事業の価値劣化を回避するため、同事業を承継
いたしました。　

企業結合日 2009年４月１日

企業結合の法的形式 吸収分割方式

結合後企業の名称 バーリントン事業承継㈱

取得した議決権比率 100％

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

2009年４月１日から2009年６月30日まで

３．被取得事業の取得原価及びその内訳

取得の対価

現金　　　　　　　　　　０百万円　

４．発生した負ののれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間

負ののれんの金額 224百万円

発生原因 被取得企業から受入れた資産および負債の額と取得原価との差額により発生したもの
であります。

償却の方法及び償却期間 のれんの償却については、５年間で均等償却しております。

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

　流動資産 　2,152百万円
　固定資産 　225　
　流動負債 　0　
　固定負債 　2,152　

６．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響の

概算額

　売上高　　　　　　 －百万円

　営業利益　　　　　 －百万円

　経常損失（△）　△608百万円

概算額の算定方法及び重要な前提条件

　上記概算額は、企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された損益情報と取得企業の連結損益

計算書における損益情報との差額であります。

　なお、連結損益計算書に及ぼす影響の概算額については監査証明を受けておりません。

（㈱フードスコープの事業譲渡）

１．分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を行った主な理由、事業分離日及び法的形式を含む事業分離の概

要

分離先企業名
㈱シークレットテーブル

㈱ケー・エキスプレス

分離した事業の内容 レストラン事業

事業分離を行った主な理由 技術者派遣事業分野に注力し特化するため

事業分離日 2009年２月１日および2009年３月1日

法的形式を含む事業分離の概要

当社グループの経営の選択と集中により、当社の連結子会社である㈱フー

ドスコープのレストラン事業を㈱シークレットテーブルおよび㈱ケー・エキ

スプレスに譲渡するものであります。
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２．実施した会計処理の概要

分離先企業へ、2009年１月31日現在または2009年２月28日現在の資産および負債を適正な帳簿価額で分割し、受取

対価は以下のとおりであります。

分離先企業名 受取対価

　㈱シークレットテーブル 　1,181百万円

　㈱ケー・エキスプレス 60　

３．分離事業が含まれていた事業の種類別セグメントの名称

その他事業

４．当連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

　売上高 　4,181百万円　
　営業利益 　100　
　経常利益 　50　

なお、連結損益計算書に及ぼす影響の概算額については監査証明を受けておりません。

（㈱ＰＬＭの株式譲渡）

１．分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を行った主な理由、事業分離日及び法的形式を含む事業分離の概

要

分離先企業名 ㈱トラスト・テック

分離した事業の内容 製造派遣事業および請負事業

事業分離を行った主な理由
製造派遣事業から全面撤退し、コアビジネスの技術者派遣事業分野に注力
し特化することで、グループ全体として効率的な事業運営を図るとともに市
場競争力の強化進めるため

事業分離日 2009年３月24日

法的形式を含む事業分離の概要
当社子会社である㈱ラディアホールディングス・プレミアが保有する㈱
ＰＬＭの全株式を㈱トラスト・テックに譲渡いたしました。

２．実施した会計処理の概要

    ㈱トラスト・テックへ、2009年３月23日現在の資産および負債を適正な帳簿価額で譲渡し、その受取対価は10百万

円であります。

３．分離事業が含まれていた事業の種類別セグメントの名称

    当該分離企業は非連結子会社であるため、いずれの事業の種類別セグメントにも属しておりません。

４．当連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

　　非連結子会社の株式譲渡であるため、連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益はありません。

（㈱プレミアラインの事業譲渡）

１．分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を行った主な理由、事業分離日及び法的形式を含む事業分離の

概要

分離先企業名 ㈱ＰＬＭ（現㈱ＴＴＭ）

分離した事業の内容
㈱プレミアラインが有する製造派遣事業および請負事業のうち、継続取引
が見込まれるすべての事業

事業分離を行った主な理由
製造派遣事業から全面撤退し、コアビジネスの技術者派遣事業分野に注力
し特化することで、グループ全体として効率的な事業運営を図るとともに市
場競争力の強化進めるため

事業分離日 2009年４月１日～７月１日

法的形式を含む事業分離の概要 ㈱プレミアラインを譲渡元とし、㈱ＰＬＭを譲渡先とする事業譲渡

２．実施した会計処理の概要

㈱ＰＬＭへ、事業分離日現在の資産および負債を適正な帳簿価額で譲渡し、当連結会計年度におけるその受取対価

は230百万円であります。

３．分離事業が含まれていた事業の種類別セグメントの名称

人材派遣・請負事業

４．当連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

　売上高 　26,964百万円　
　営業損失（△） 　△2,802　
　経常損失（△） 　△2,988　

　　　なお、当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響の概算額については監査証明を受けておりません。
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（㈱バンテクノの生産技術者派遣に関する全事業の㈱シーテックへの吸収分割）

１．技術者派遣事業を営む結合当事企業（２社）の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名

称並びに取引の目的を含む取引の概要

　結合当事企業の名称 ㈱シーテック ㈱バンテクノ　

  主な事業の内容 技術者派遣事業 技術者派遣事業

　企業結合の法的形式
㈱バンテクノ（当社の連結子会社）を分割会社、㈱シーテック（当社の連
結子会社）を承継会社とする吸収分割

  結合後企業の名称 ㈱シーテック

　取引の目的を含む取引の概要

企業規模の拡大による経営効率を高めるとともに、技術者派遣会社として
の専門性を高め、顧客の幅広いニーズに高いレベルで応えることが可能とな
ることを目的として、2009年１月１日を分割期日とし、㈱シーテックを承継
会社、㈱バンテクノを分割会社とする吸収分割を行いました。

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）および「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　最終改正平成19年11月15日）に基づき、共通支

配下の取引として処理しております。

（㈱シーテック、㈱ＣＩＴ、㈱ティエスティの合併）

１．技術者派遣事業を営む結合当事企業（３社）の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名

称並びに取引の目的を含む取引の概要

結合当事企業の名称 ㈱シーテック ㈱ＣＩＴ ㈱ティエスティ

主な事業の内容 技術者派遣事業 技術者派遣事業 技術者派遣事業

企業結合の法的形式
㈱シーテック（当社の連結子会社）を吸収合併承継会社、㈱ＣＩＴおよび
㈱ティエスティ（ともに当社の連結子会社）を吸収合併消滅会社とする吸
収合併

結合後企業の名称 ㈱シーテック（当社の連結子会社）　

取引の目的を含む取引の概要

企業規模の拡大による経営効率を高めるとともに、技術者派遣会社として
の専門性を高め、顧客の幅広いニーズに高いレベルで応えることが可能とな
ることを目的として、2009年１月１日を合併期日とし、㈱シーテックを吸収
合併承継会社、㈱ＣＩＴおよび㈱ティエスティを吸収合併消滅会社とする吸
収合併を行いました。

２．実施した会計処理の概要　

「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）および「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　最終改正平成19年11月15日）に基づき、共通支

配下の取引として処理しております。　

（㈱プレミアラインへの㈱技能育成センターの事業譲渡）

１．製造派遣事業を営む結合当事企業（２社）の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称

並びに取引の目的を含む取引の概要

結合当事企業の名称 ㈱プレミアライン ㈱技能育成センター

主な事業の内容 製造派遣事業 製造派遣事業

企業結合の法的形式
㈱技能育成センターを譲渡元とし、㈱プレミアラインを譲渡先とする事業
譲渡

結合後企業の名称 ㈱プレミアライン

取引の目的を含む取引の概要

業務構造改革の一環として、国内事業会社を再編し、効率的な事業運営を
図るとともに市場競争力の強化を進め、中長期的に安定した成長を確保する
ことを目的として、㈱技能育成センターの派遣事業を㈱プレミアラインに譲
渡いたしました。

２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）および「企業結合会計基準及び事業分離等

会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　最終改正平成19年11月15日）に基づき、共通支配下

の取引として処理しております。
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（㈱プレミア・スタッフへの㈱アドバンテージ・アソシエイツ・ジャパンの事業譲渡）

１．一般労働者派遣事業を営む結合当事企業（２社）の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業

の名称並びに取引の目的を含む取引の概要

結合当企業の名称 ㈱プレミア・スタッフ
㈱アドバンテージ・アソシエイツ・
ジャパン

主な事業の内容 一般労働者派遣事業 一般労働者派遣事業

企業結合の法的形式
㈱アドバンテージ・アソシエイツ・ジャパンを譲渡元とし、㈱プレミア・ス
タッフを譲渡先とする事業譲渡

結合後企業の名称 ㈱プレミア・スタッフ

取引の目的を含む取引の概要

業務構造改革の一環として、国内事業会社を再編し、効率的な事業運営を図
るとともに市場競争力の強化を進め、中長期的に安定した成長を確保すること
を目的として、㈱アドバンテージ・アソシエイツ・ジャパンの派遣事業を㈱プ
レミア・スタッフに譲渡いたしました。

２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）および「企業結合会計基準及び事業分離等

会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　最終改正平成19年11月15日）に基づき、共通支配下

の取引として処理しております。
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（１株当たり情報）

当中間連結会計期間
（自　2009年７月１日
至　2009年12月31日）

前連結会計年度
（自　2008年７月１日
至　2009年６月30日）

１株当たり純資産額 △2,617,681円75銭

１株当たり中間純利益金額 3,354円48銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

１株当たり純資産額 △3,591円10銭

１株当たり当期純損失金額 3,919円55銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、１株当たり当期純損失金額であり、又潜在株式が存在し

ないため、記載しておりません。　

　（注）　１株当たり中間純利益金額又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当中間連結会計期間
(自　2009年７月１日
至　2009年12月31日)

前連結会計年度
(自　2008年７月１日
至　2009年６月30日)

　中間純利益又は当期純損失（△）（百万円） 14,710 △16,586

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る中間純利益又は当期純損失（△）（百万円） 14,710 △16,586

普通株式の期中平均株式数（株） 4,385,296 4,231,797

 

EDINET提出書類

ラディアホールディングス株式会社(E05034)

半期報告書

46/92



（重要な後発事象）

当中間連結会計期間
（自　2009年７月１日
至　2009年12月31日）

前連結会計年度
（自　2008年７月１日
至　2009年６月30日）

 ―――――― 1. 子会社株式の譲渡について

　当社グループが技術者派遣事業分野に注力し特化するこ

とを目的として、当社は、2009年７月１日付の債権・株式

譲渡契約書にもとづき、当社の連結子会社であるラディア

ホールディングス・プレミア㈱が所有する、同じく当社の

連結子会社であり、事務派遣業を営む㈱プレミア・スタッ

フの全株式5,030株を195百万円で㈱ピーアンドピーに同

日付で譲渡いたしました。またラディアホールディングス

・プレミア㈱が保有する㈱プレミア・スタッフ向けの貸

付債権104百万円についても、債権と同額にて同時に譲渡

いたしました。

　なお当該株式譲渡等が連結業績に与える影響については

当連結会計年度の損益に織り込んでおります。

　 2. 全部取得条項付種類株式を利用した発行済株式全部の

無償取得及び消却について

　当社は2009年９月１日開催の取締役会において、「定款

の一部変更の件　その２（発行可能株式総数の変更、全部

取得条項付種類株式およびＢ種種類株式に関する条文の

追加）」および「全部取得条項付種類株式の取得の件」

について、定時株主総会に付議することを決議し、2009年

９月28日開催の第15期定時株主総会（以下「本株主総

会」といいます）において、決議いたしました。

　上記のとおり、全部取得条項付種類株式を利用した発行

済株式の無償取得（いわゆる100％減資）に関する議案を

上程いたしましたが、全部取得条項の付加等に係る定款一

部変更の件につきまして、会社法第111条第２項第１号お

よび第322条第１項第１号に基づく決議をいただくため、

普通株主による種類株主総会（以下「本種類株主総会」

といいます）を併せて開催いたしました。

　また、本株主総会および本種類株主総会において、全部取

得条項付種類株式を利用した発行済株式の無償取得に関

する議案が承認可決されましたので、当社普通株式は、株

式会社東京証券取引所の上場廃止基準に該当することと

なり、2009年９月28日から2009年10月28日までの間、整理

銘柄に指定された後、2009年10月29日をもって、上場廃止

となります。 

　当社は事業再生ＡＤＲ手続において当社の取引金融機関

と金融支援等についての合意を得るべく協議中でありま

すが、かかる合意を得る為には全部取得条項付種類株式を

用いて発行済株式の全部を当社が無償で取得し、これを消

却することが必要となります。

　当社は2009年６月30日時点において自己資本（株主資本

と評価・換算差額等の合計）が約219億円の債務超過状態

にあるため、取得対価は０円（無償）といたします。
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当中間連結会計期間
（自　2009年７月１日
至　2009年12月31日）

前連結会計年度
（自　2008年７月１日
至　2009年６月30日）

　 　　従いまして、取得日（2009年11月10日）において取得日

の前日の最終の当社株主名簿に記載又は記録された普通

株主より普通株式を無償で取得することとなります。

　全部取得条項付種類株式の取得は、取得日までに法的整

理手続（破産、民事再生、会社更生）の申立て（当社又は

当社債権者による）がなされないことを条件としてその

効力が生じるものとします。

3. 資本金および資本準備金の額の減少ならびに剰余金の

処分について

　当社は2009年９月１日開催の取締役会において、「資本

金および資本準備金の額の減少の件」ならびに「剰余金

の処分の件」について、定時株主総会に付議することを決

議し、2009年９月28日開催の第15期定時株主総会におい

て、決議いたしました。

　2009年６月30日現在の資本金の額35,453百万円を全額減

少させて、資本金の額を０円といたします。発行済株式総

数の変更は行わず、資本金の額のみを減少いたします。減

少する資本金は全額を「その他資本剰余金」に計上いた

します。効力発生日は2009年11月10日を予定しておりま

す。

　2009年６月30日現在の資本準備金の額15,489百万円を全

額減少させて、資本準備金の額を０円といたします。減少

する資本準備金は全額を「その他資本剰余金」に計上い

たします。効力発生日は2009年11月10日を予定しておりま

す。

　2009年６月30日現在のその他資本剰余金9,605百万円な

らびに資本金および資本準備金の額の減少により計上さ

れることとなるその他資本剰余金50,943百万円の合計額

のうち、58,043百万円を繰越利益剰余金の欠損填補に充当

いたします。

　なお、本件の効力発生日と同じ2009年11月10日付で自己

株式が消却されることにより、その他資本剰余金の額は０

円に、同日付でＢ種種類株式が発行されることにより、資

本金25百万円および資本準備金25百万円になります。

4．第三者割当による新株の発行（Ｂ種種類株式）につい

て　

　当社は2009年９月１日開催の取締役会において、「第三

者割当による募集株式の発行の件」（以下「本議案」と

いいます）について決議いたしました。なお、当社の状況

に照らし、本議案の株式の発行価格（払込金額）は、特に

有利な金額に該当しないと考えておりますが、念のため定

時株主総会での承認を求め、2009年９月28日開催の第15期

定時株主総会において、承認されました。

　本件は、本株主総会および本種類株主総会において、全部

取得条項付種類株式を利用した発行済株式の無償取得

（いわゆる100％無償減資）に関する議案が原案どおり承

認可決されましたので、取得日において全部取得条項付種

類株式の取得がなされることを条件として、その効力が生

じるものとします。
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当中間連結会計期間
（自　2009年７月１日
至　2009年12月31日）

前連結会計年度
（自　2008年７月１日
至　2009年６月30日）

　 　当社は、本株主総会において、現に発行している当社の普

通株式を全部取得条項付種類株式に変更する定款の一部

変更を行うとともに、当該変更後の全部取得条項付種類株

式（現在の普通株式）の発行済株式の全部を無償で取得

し、消却することを決議いたしました。

　これを受けて、当社は、全部取得条項付種類株式（現在の

普通株式）の無償取得と同時に第三者割当によるＢ種種

類株式を発行し、Promontoria Investments Ⅰ B.V.に対

するデット・エクイティ・スワップ（債務の株式化）に

より資本増強の協力要請をしていくものであります。

　Ｂ種種類株式1,250株を発行し、発行価額は1株につき

40,000円であり、発行総額は50百万円、発行価額のうち資

本へ組入れる額は20,000円であります。発行期日は2009年

11月10日となります。

　本増資は、自己資本の増強による財務基盤の強化を目的

としたものであり、バランスシートの改善を目的として

の、デット・エクイティ・スワップ（債務の株式化）の手

法を採用するため、資金の調達はなく、現物出資の給付期

日である2009年11月10日に、本増資における現物出資財産

の債権総額である138百万円の当社有利子負債が減少する

ことになります。
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（２）【その他】

　前中間連結会計期間（2008年７月１日から2008年12月31日まで）は四半期連結財務諸表を作成しているた

め、以下に参考情報として前第２四半期連結会計期間末（2008年12月31日）の四半期連結貸借対照表並びに前

第２四半期連結累計期間（2008年７月１日から2008年12月31日まで）の四半期連結損益計算書および四半期

連結キャッシュ・フロー計算書を記載しております。 
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１　四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

 （単位：百万円）

　
前第２四半期連結会計期間末
（2008年12月31日）

資産の部 　
流動資産 　
現金及び預金 11,658
受取手形及び売掛金 44,098
たな卸資産 ※１ 601
その他 11,746
貸倒引当金 △1,578
流動資産合計 66,526
固定資産 　
有形固定資産 ※2,3 26,037
無形固定資産 　
のれん 51,666
その他 11,238
無形固定資産合計 62,904
投資その他の資産 　
その他 15,587
貸倒引当金 △3,404
投資損失引当金 △1,648
投資その他の資産合計 10,534
固定資産合計 99,477
資産合計 166,003
負債の部 　
流動負債 　
支払手形及び買掛金 2,976
短期借入金 ※3,4　 40,773
未払費用 22,552
未払法人税等 377
賞与引当金 3,391
受注損失引当金 286
データ装備費損失引当金 547
介護報酬返還引当金 17
事業撤退損失引当金 1,378
事業構造改善引当金 1,851
その他 ※３　 11,783
流動負債合計 85,935
固定負債 　
社債 735
長期借入金 ※3,4 62,197
退職給付引当金 4,155
その他 3,151
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 （単位：百万円）

　
前第２四半期連結会計期間末
（2008年12月31日）

固定負債合計 70,239
負債合計 156,175
純資産の部 　
株主資本 　
資本金 34,517
資本剰余金 43,877
利益剰余金 △88,146
自己株式 △2,505
株主資本合計 △12,256
評価・換算差額等 　
その他有価証券評価差額金 △5
為替換算調整勘定 △638
評価・換算差額等合計 △644
少数株主持分 22,728
純資産合計 9,828
負債純資産合計 166,003
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（２）四半期連結損益計算書

第２四半期連結累計期間

 （単位：百万円）

　
前第２四半期連結累計期間
（自　2008年７月１日
至　2008年12月31日）

売上高 188,418
売上原価 150,998
売上総利益 37,420
販売費及び一般管理費 　
給料及び手当 16,401
貸倒引当金繰入額 172
その他 20,897
販売費及び一般管理費合計 37,470
営業損失（△） △49
営業外収益 　
受取利息 47
受取賃貸料 64
その他 202
営業外収益合計 315
営業外費用 　
支払利息 2,729
為替差損 1,456
その他 689
営業外費用合計 4,875
経常損失（△） △4,609
特別利益 　
固定資産売却益 240
子会社清算益 1,095
その他 115
特別利益合計 1,451
特別損失 　
固定資産売却損 203
減損損失 705
事業構造改善費用 4,056
その他 656
特別損失合計 5,621
税金等調整前四半期純損失（△） △8,779
法人税、住民税及び事業税 126
法人税等調整額 1,410
法人税等合計 1,537
少数株主損失（△） △1,542
四半期純損失（△） △8,774
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第２四半期連結会計期間

 （単位：百万円）

　
前第２四半期連結会計期間
（自　2008年10月１日
至　2008年12月31日）

売上高 91,464
売上原価 72,416
売上総利益 19,048
販売費及び一般管理費 　
給料及び手当 7,770
貸倒引当金繰入額 62
その他 10,068
販売費及び一般管理費合計 17,901
営業利益 1,146
営業外収益 　
受取利息 15
その他 62
営業外収益合計 77
営業外費用 　
支払利息 1,386
為替差損 1,461
その他 281
営業外費用合計 3,129
経常損失（△） △1,904
特別利益 　
固定資産売却益 40
貸倒引当金戻入額 29
その他 32
特別利益合計 101
特別損失 　
固定資産売却損 181
減損損失 582
その他 416
特別損失合計 1,179
税金等調整前四半期純損失（△） △2,982
法人税、住民税及び事業税 △5
法人税等調整額 △88
法人税等合計 △94
少数株主損失（△） △637
四半期純損失（△） △2,251

　

EDINET提出書類

ラディアホールディングス株式会社(E05034)

半期報告書

54/92



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

 （単位：百万円）

　
前第２四半期連結累計期間
（自　2008年７月１日
至　2008年12月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー 　
税金等調整前四半期純損失（△） △8,779
減価償却費 1,911
減損損失 705
固定資産売却損益（△は益） △37
子会社清算損益（△は益） △1,095
のれん償却額 1,515
貸倒引当金の増減額（△は減少） 387
退職給付引当金の増減額（△は減少） 253
賞与引当金の増減額（△は減少） △6,572
事業撤退損失引当金の増減額（△は減少） △5,290
事業構造改善引当金の増減額（△は減少） 1,851
介護報酬返還引当金の増減額 △87
データ装備費損失引当金の増減額 △26
受取利息及び受取配当金 △48
支払利息 2,729
売上債権の増減額（△は増加） 9,063
たな卸資産の増減額（△は増加） 72
仕入債務の増減額（△は減少） △232
未払費用の増減額（△は減少） △6,977
その他 3,855
小計 △6,804
利息及び配当金の受取額 42
利息の支払額 △2,666
法人税等の支払額 △1,185
法人税等の還付額 4,575
営業活動によるキャッシュ・フロー △6,038
投資活動によるキャッシュ・フロー 　
定期預金の増減額（△は増加） 1,497
投資有価証券の売却による収入 400
子会社の清算による収入 25
有形固定資産の取得による支出 △403
有形固定資産の売却による収入 5,173
無形固定資産の取得による支出 △259
貸付けによる支出 △436
貸付金の回収による収入 855
営業譲受による支出 △209
その他 △346
投資活動によるキャッシュ・フロー 6,296
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 （単位：百万円）

　
前第２四半期連結累計期間
（自　2008年７月１日
至　2008年12月31日）

財務活動によるキャッシュ・フロー 　
短期借入れによる収入 5,503
短期借入金の返済による支出 △4,500
長期借入金の返済による支出 △5,807
社債の償還による支出 △2,195
配当金の支払額 △2
その他 △57
財務活動によるキャッシュ・フロー △7,058
現金及び現金同等物に係る換算差額 12
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △6,788
現金及び現金同等物の期首残高 9,689
連結子会社の決算期変更に伴う現金及び現金同等物の増加高 9,015
連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △396
現金及び現金同等物の四半期末残高 11,520
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

　当社グループは、㈱コムスンの事業撤退および㈱グッドウィルの廃業により、2007年６月期に40,708百万円の当期

純損失、2008年６月期に 6,683百万円の営業損失、27,416百万円の当期純損失と２期連続して多額の損失を計上い

たしました。この結果、当社グループの2008年６月期株主資本は 2,691百万円の債務超過になっておりました。これ

らの結果を受け、当社グループに対する最大の融資先であるPromontoria Investments I B.V.を含む一部の取引金

融機関との間の借入契約上の財務制限条項に抵触した債務が75,754百万円存在し、その期限の利益を喪失しまし

た。また、2008年12月25日に予定していたPromontoria Investments I B.V.に対する債務の株式化による第三者割

当増資(Ａ種優先株式)15,500百万円の株式引受契約の前提条件においてこれに抵触しておりました。 

　加えて、2008年７月28日には、当社が借入を行っている取引金融機関 24行/社に対して、借入金元本の１年間の返

済猶予を要請しております関係から、結果的には同月末日以降に期限が到来した借入金元本について、返済猶予の

交渉がまとまるまでの期間一時的に延滞が発生いたしました。

　また、当第２四半期連結累計期間においては、 8,774百万円の四半期純損失となり、当第２四半期連結会計期間末

の株主資本は12,256百万円の債務超過となりました。 

　上記の状況により、当社グループには継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。 

　当社グループは当該状況を解消するため、2008年10月に公表しました事業再建計画を骨子とした中期経営計画の

実現に取り組んでおり、Promontoria Investments I B.V.と協力して企業価値向上のために事業改革を推進してま

いります。なお、Promontoria Investments I B.V.は2008年４月25日に 500,000株の普通株式を引き受けており、加

えて同年７月には同社から新規融資を受けております。

 

（中期経営計画の内容）

① 事業のリストラクチャリング

　当社グループのビジネスの焦点を付加価値の高い５つの専門分野（技術者派遣・製造メーカー向けソリューショ

ン事業・顧客人事業務支援サービス・ハイスキル人材サービス・商業系人材サービス）に集中し、利益成長と適正

な資源配分により中長期的に安定した成長をするための経営基盤を構築します。また、同一セグメントの事業会社

の統合を実施し重複した本社・営業所機能を統合し、サービスレベル向上とコストの削減を図ります。 

② 海外事業の拡大

　中長期的に拡大を続ける世界における人材派遣マーケットにおいて、引き続き安定した売上拡大を目指し、既存事

業の成長および海外での展開国数の増大により売上規模を増加させていきます。同時に、海外事業の本社機能の集

約化によるさらなるコスト削減を行い、収益を確保いたします。 

③ 国内事業の経費削減

　事業規模の縮小に伴い管理社員の希望退職制度を導入し、1,120名の募集を実施するなど約1,600名の削減を計画

しております。また、現在406拠点ある営業所を204拠点へ縮小するほか、事業会社の本社を東京ミッドタウンから移

転し事業規模に見合った事務所へと縮小いたします。 

④ 新社名によるブランド・イメージの再構築

　一連の不祥事により毀損した信用を回復し、新たなブランド・イメージを構築するため、2008年10月より「ラディ

アホールディングス株式会社」という新社名の下、グループ一体となって経営再建を推進してまいります。 

 

　一方、当社が2008年７月に返済猶予の依頼を要請した借入金については、2008年12月末現在、借入金残高の97％の

金融機関(Promontoria Investments I B.V.を含む)から2009年6月末に至る返済猶予の同意をいただいており、そ

の期限の利益を回復しております。なお、当連結会計期間中に、来期に向けた返済猶予期間の更新を要請し同意をい

ただく方針であります。

　当社は、2008年12月25日にPromontoria Investments I B.V.に対する債務の株式化による第三者割当増資（Ａ種

優先株式）15,500百万円を予定しておりましたが、当社株価と転換価額との間に著しい乖離が生じたため、両者間

で協議を重ねた結果、合意解除いたしました。これに代わる新たな資本政策として、Promontoria Investments I B.

V.、Promontoria Investments Ⅱ B.V.およびPromontoria Investments Ⅲ B.V.に対する債務の株式化による第三

者割当増資(普通株式) 1,872百万円を２月６日に実行しました。さらに債務の株式化による第三者割当増資(Ｂ種

優先株式)13,600百万円を2009年６月に予定しており前述のＡ種優先株式と同程度の資本増強策を実行いたしま

す。 

　当社は米国にて人材派遣会社の再建実績を持つ、Charles J. Abadie氏を2008年９月30日付けで当社代表取締役会

長に迎え、収益性とキャッシュフローの改善に努めるほか、当社グループの保有する不動産の売却を進めることで

資金を調達する見通しであります。これらの結果、当社の経営および資金繰りは安定的に推移するものと見込んで

おります。 

 

　以上の理由から、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を四

半期連結財務諸表には反映しておりません。 
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四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2008年７月１日
至　2008年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項の

変更

（1）連結の範囲の変更

　第１四半期連結会計期間より、㈱ライフクリスタルは2007年12月31日、㈱警備・施工

マネジメントは2008年９月１日に全事業を譲渡し、重要性が低下したため、連結範囲

から除外しております。

　㈱プレミア・メディカルケアは2008年４月４日に保有株式のすべてを売却したた

め、連結の範囲から除外しております。

　Advantage Professional Payroll Services UK Limited. （2008年10月１日付でGW

Professional Payroll Services UK Limitedより商号変更）を2008年５月19日に新

規設立したことに伴い、第１四半期連結会計期間より連結範囲に含めております。

　Food Scope Midtown LLCおよび他４社は重要性が低下したため、連結の範囲から除

外しております。

　㈱メディカルリサーチ、㈱プレミアオペレーションおよび㈱CAS は2008年６月30日

付けで清算結了しているため、第１四半期連結会計期間より連結範囲から除外してお

ります。

　Crystal(UK)Holdings Limited および他２社は、解散のため当第２四半期連結会計

期間より連結の範囲から除外しております。 

　Olivier Pty.Limited は2008年９月９日に株式の60.1％を取得したため、当第２四

半期連結会計期間より連結範囲に含めております。

  （2）変更後の連結子会社の数

　66社

２．連結子会社の事業年度等に

関する事項の変更

　従来、連結子会社のうち決算日が３月31日であった㈱バンテクノ、ラディアホール

ディングス・プレミア㈱（2008年10月１日付で㈱グッドウィル・プレミアより商号変

更）および同社の国内子会社については同日現在の財務諸表を利用し、連結決算日と

の間に生じた重要な取引については必要な調整を行っておりましたが、第１四半期連

結会計期間より決算日を６月30日に変更しております。これに伴い2008年４月から６

月までの３ヶ月間の損益については利益剰余金に直接計上しております。

３．会計処理基準に関する事項

の変更

（1）棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

　「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　2006年７月５日）

を第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。これによる損益

の影響額は、軽微であります。

　 （2）「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の

適用

 　第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計

処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　2006年５月17日）を適用

し、連結決算上必要な修正を行っております。これによる損益の影響額は、軽微で

あります。
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追加情報

前第２四半期連結累計期間
（自　2008年７月１日
至　2008年12月31日）

１.第三者割当増資による新株の発行（Ｂ種優先株式）について

　当社は当初2008年12月25日に実行予定であった、債務の株式化による資本増強策(Ａ種優先株式の発行)について、株価

と転換価額との間に乖離が発生したことからこれを取りやめ、新たな財務リストラクチャリングの施策の一部として、

2008年12月24日開催の取締役会において、債務の株式化によるＢ種優先株式を発行することを決議いたしました。なお、

Ｂ種優先株式の発行は、2009年６月開催予定の臨時株主総会で定款変更およびＢ種優先株式の発行に係る各議案の承認

が得られること、ならびに株式引受契約に定められたＢ種優先株式の引受及び払込に係る前提条件が成就することをそ

れぞれ条件としております。主な前提条件としては、①本優先株式払込期日の属する月の前２ヶ月の各末日時点の発行会

社および発行会社の国内子会社の現預金残高の合計額が135億円以上であること、②発行会社が事業計画達成を継続し、

かつ、発行会社の2009年６月期有価証券報告書記載の連結EBITDA（営業利益、減価償却費及びのれん償却額の合計をい

う。）が80億円を上回ることが合理的に見込まれていることがあります。

 

 ≪Ｂ種優先株式発行要項≫

 (１)募集株式の種類

　  ラディアホールディングス株式会社（以下「当会社」という。）Ｂ種優先株式（以下「Ｂ種優先株式」という。）

 (２)募集株式の数　　　              136 株

 (３)払込金額　　　　　              １株につき100,000,000 円

 (４)払込金額の総額　　              13,600,000,000 円

 (５)出資の目的とする財産の内容および価額

    Promontoria Investments I B.V.と株式会社みずほ銀行間の2008年３月11日付債権譲渡契約書に基づき、

Promontoria Investments I B.V.が当会社に対して取得した、株式会社みずほ銀行と当会社間の2006年10月31日付金

銭消費貸借契約証書に基づく（ただし、Promontoria Investments I B.V. および当会社間の合意に従って変更され

た条件に基づく。）貸付債権元本、ならびにPromontoria Investments I B.V. がPromontoria Investments Ⅱ B.V. 

およびPromontoria Investments Ⅲ B.V. に対して譲渡した当該貸付債権元本の一部（債権元本の金額が

13,600,000,000 円に満つるまでの部分に限る。）

 (６)申込期日                       2009年６月（予定）

 (７)出資の目的とする財産の給付期日 2009年６月（予定）

 (８)増加する資本金および資本準備金に関する事項

  　増加する資本金の額 １株につき50,000,000円（総額6,800,000,000 円）

  　増加する資本準備金の額 １株につき50,000,000円（総額6,800,000,000円）

 (９)募集方法

　  第三者割当ての方法により、Promontoria Investments I B.V.に46株、Promontoria Investments Ⅱ B.V.に45株、お

よびPromontoria Investments Ⅲ B.V.に45株を割り当てる。 

 (10)優先配当金  

  ①当会社は、2010年１月１日以降、定款第38条に定める剰余金の配当を行うときは、毎年６月30日の最終の株主名簿に

記載または記録されたＢ種優先株式を有する株主（以下「Ｂ種優先株主」という。）またはＢ種優先株式の登録株式

質権者（以下「Ｂ種優先登録株式質権者」という。）に対し、同日の最終の株主名簿に記載または記録された普通株

式を有する株主（以下「普通株主」という。）または普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」とい

う。）に先立ち、１事業年度につきＢ種優先株式１株当たり、Ｂ種優先株式１株当たりの払込金額（100,000,000 円）

に、年率4.0％を乗じて算出した額の配当金（以下「Ｂ種優先配当金」という。）を支払う。ただし、当該事業年度にお

いて、下記第11項に定めるＢ種優先中間配当金を支払ったときは、その額を控除した額とし、これに優先して支払われ

る累積未払配当金（以下に定義する。）は控除しないものとする。

　②累積条項

　　ある事業年度において、Ｂ種優先株主またはＢ種優先登録株式質権者に対して支払う配当金の額が、Ｂ種優先配当金

の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積し、累積した不足額（以下「累積未払配当金」という。）

については、翌事業年度以降、Ｂ種優先配当金および普通株主または普通登録株式質権者に対する剰余金の配当に先

立って、これをＢ種優先株主およびＢ種優先登録株式質権者に支払う。

　③非参加条項

　　当会社は、Ｂ種優先株主またはＢ種優先登録株式質権者に対しては、Ｂ種優先配当金（下記第11項に定めるＢ種優先

中間配当金を含む。）を超えて配当しない。
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前第２四半期連結累計期間
（自　2008年７月１日
至　2008年12月31日）

 (11)優先中間配当金

  　当会社は、2010年１月１日以降、定款第39条に定める中間配当を行うときは、毎年12月31日の最終の株主名簿に記載

または記録されたＢ種優先株主またはＢ種優先登録株式質権者に対し、同日の最終の株主名簿に記載または記録され

た普通株主または普通登録株式質権者に先立ち、Ｂ種優先株式１株当たり、各事業年度におけるＢ種優先配当金の２

分の１の額の金銭（以下「Ｂ種優先中間配当金」という。）を支払う。

 (12)残余財産分配

  　当会社は、残余財産の分配をするときは、Ｂ種優先株主またはＢ種優先登録株式質権者に対して、普通株主または普

通登録株式質権者に先立ち、Ｂ種優先株式１株につき100,000,000 円に、累積未払配当金相当額およびＢ種優先株式

１株につき残余財産の分配日の属する事業年度におけるＢ種優先配当金の額を残余財産の分配日の属する事業年度

の初日から残余財産の分配日までの日数（初日および分配日を含む。）で日割計算した額を加えた金額（ただし、前

項に定めるＢ種優先中間配当金を支払ったときは、その額を控除した額とする。以下「Ｂ種優先残余財産分配金」と

いう。）を分配する。当会社は、Ｂ種優先株主またはＢ種優先登録株式質権者に対しては、Ｂ種優先残余財産分配金の

ほか、残余財産の分配を行わない。

 (13)株主総会における議決権

  　Ｂ種優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。

 (14)普通株式を対価とする取得請求権

  　Ｂ種優先株主は、当会社に対し、以下に定める取得請求期間中、以下に定める取得の条件で、その有するＢ種優先株式

の全部または一部につき、普通株式の交付を対価とする取得を請求することができる。

  ①取得請求期間

　　出資の目的とする財産の給付期日の翌日から2018年３月31日までとする。

②取得の条件  

　　当会社は、Ｂ種優先株主からの請求に係るＢ種優先株式を取得したときは、Ｂ種優先株式１株につき下記(イ)ないし

(ハ)に定める取得価額および算式に基づいて算定される数の当会社の普通株式を交付する。

　(イ)当初取得価額　　

  740 円

  (ロ)取得価額の調整

  (a) Ｂ種優先株式発行後、以下に掲げる事由が発生した場合には、それぞれ以下のとおり取得価額を調整する。

　(ⅰ) 普通株式につき株式の分割または株式無償割当てをする場合、以下の算式により取得価額を調整する。なお、株

式無償割当ての場合には、下記の算式における「分割前発行済普通株式数」は「無償割当て前発行済普通株式数

（ただし、その時点で当会社が保有する当会社の普通株式を除く。）」、「分割後発行済普通株式数」は「無償割当

て後発行済普通株式数（ただし、その時点で当会社が保有する当会社の普通株式を除く。）」とそれぞれ読み替え

る。
 

調整後取得価額＝調整前取得価額×
　分割前発行済普通株式数

　分割後発行済普通株式数
  
  　調整後の取得価額は、株式の分割に係る基準日または株式無償割当ての効力が生ずる日（無償割当てに係る基準

日を定めた場合は当該基準日）の翌日以降、これを適用する。
　
  (ⅱ) 普通株式につき株式の併合をする場合、株式の併合の効力が生ずる日をもって次の算式により、取得価額を調

整する。
　

調整後取得価額＝調整前取得価額×　
　併合前発行済普通株式数

　併合後発行済普通株式数
 
  (ⅲ) 本(ロ)(d)で定める１株当たりの時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行または当会社が保有する当

会社の普通株式を処分する場合（無償割当ての場合、普通株式の交付と引換えに取得される株式もしくは新株予約

権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本(ⅲ)において同じ。）の取得による場合、普通株式を目的とす

る新株予約権その他の証券もしくは権利の転換、交換もしくは行使による場合、または会社分割、株式交換もしくは

合併により普通株式を交付する場合を除く。）、次の算式（以下「取得価額調整式」という。）により取得価額を調

整する。調整後の取得価額は、払込期日（払込期間を定めた場合には当該払込期間の最終日。以下本(a)において同

じ。）の翌日以降、また、株主への割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日（以下「株主割当日」という。）

の翌日以降これを適用する。なお、当会社が保有する当会社の普通株式を処分する場合には、次の算式における「新

たに発行する普通株式の数」は「処分する当会社が保有する当会社の普通株式の数」、「当会社が保有する普通株

式の数」は「処分前において当会社が保有する当会社の普通株式の数」とそれぞれ読み替える。
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前第２四半期連結累計期間
（自　2008年７月１日
至　2008年12月31日）

  (発行済普通株式の数-

当会社が保有する普通株式の数)+

新たに発行する普通株式の数×1株当たり払込金額

調整後取得価額=調整前取得価額×
　　　　　　　　　1株当たり時価

(発行済普通株式の数-当会社が保有する普通株式の数)+新たに発行する普通株式の数

 

    ただし、本(ⅲ)による取得価額の調整は、Ｂ種優先株式の発行済株式の総数の過半数を有するＢ種優先株主がか

かる調整を不要とした場合には行われない。

　(ⅳ) (x)本(ロ)(d)で定める１株当たりの時価を下回る払込金額をもって普通株式を交付する定めのある取得請求

権付株式もしくは本(ロ)(d)で定める１株当たりの時価を下回る払込金額をもって普通株式の交付を請求できる新

株予約権もしくはその他の証券もしくは権利を発行、付与もしくは処分する場合（無償割当てによる場合を含

む。）、(y)取得と引換えに本(ロ)(d)に定める時価を下回る価額で普通株式を交付する定めのある取得条項付株式

もしくは取得条項付新株予約権を発行する場合、または(z)本(ロ)(d)で定める１株当たりの時価を下回る払込金額

をもって普通株式を交付する定めのある取得請求権付株式もしくは本(ロ)(d)で定める１株当たりの時価を下回る

払込金額をもって普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくはその他の証券もしくは権利、もしくは取得と引

換えに本(ロ)(d)に定める時価を下回る価額で普通株式を交付する定めのある取得条項付株式または、取得条項付

新株予約権の交付と引換えに当会社に取得される株式、新株予約権もしくはその他の証券もしくは権利もしくは当

会社に対して取得を請求できる株式、新株予約権もしくはその他の証券もしくは権利を発行、付与もしくは処分す

る場合(無償割当ての場合を含む。)、かかる株式、新株予約権またはその他の証券または権利の払込期日（新株予約

権の場合は割当日。以下本(ⅳ)において同じ。）に、無償割当ての場合にはその効力が生ずる日（無償割当てに係る

基準日を定めた場合は当該基準日。以下本(a)において同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行、付

与または処分される株式、新株予約権またはその他の証券または権利の全てが当初の条件で取得または行使等され

普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式において、上記(x)、(y)または(z)において普通株式を交付す

る際の普通株式1 株当たりの払込金額または価額を「１株当たり払込金額」として使用して算定される額を、調整

後の取得価額とする。調整後の取得価額は払込期日の翌日以降、無償割当ての場合にはその効力が生ずる日の翌日

以降、また株主割当日がある場合にはその日の翌日以降、これを適用する。ただし、本(ⅳ)による取得価額の調整は、

Ｂ種優先株式の発行済株式の総数の過半数を有するＢ種優先株主がかかる調整を不要とした場合には行われない。

　(ⅴ) 上記(ⅰ)ないし(ⅳ)の場合において、基準日が設定され、かつ、効力の発生が当該基準日以降の株主総会、取締

役会その他当会社の機関の承認を条件としているときには、上記(ⅰ)ないし(ⅳ)にかかわらず、調整後の取得価額

は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準日の翌日から当該承認があった日

までにＢ種優先株式の取得請求をしたＢ種優先株主に対しては、次の算出方法により算出される数の普通株式を交

付するものとする。 
 

株式数＝　
(調整前取得価額-調整後取得価額)×調整前取得価額により当該期間内に交付された株式数

　　　　　　　　　　　　　　　　 調整後取得価額

　この場合に１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てる。 

　(b) 上記(a)に掲げた事由によるほか、下記(ⅰ)ないし(ⅴ)のいずれかに該当する場合には、取得価額の調整を適切

に行うものとする。

  (ⅰ) 合併、株式交換、株式交換による他の株式会社の発行済株式の全部の取得、株式移転、吸収分割、吸収分割によ

る他の会社がその事業に関して有する権利義務の全部もしくは一部の承継、新設分割、資本金もしくは準備金の額

の減少に際して行う剰余金の配当のために取得価額の調整を必要とするとき。 

　(ⅱ) 上記(ⅰ)のほか、普通株式の発行済株式の総数（ただし、当会社が保有する当会社の普通株式の数を除く。）の

変更または変更の可能性を生ずる事由の発生によって取得価額の調整を必要とするとき。

　(ⅲ) 上記(a)(ⅳ)に定める株式、新株予約権またはその他の証券につきその取得または行使等により普通株式が交

付され得る期間が終了したとき。ただし、当該株式、新株予約権またはその他の証券全てにつき普通株式が交付され

た場合を除く。

　(ⅳ) 新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）または取得条項付株式もしくは取得請求権付株式の

発行条件に従い、当会社の普通株式１株当たりの対価（新株予約権の場合は行使価額、取得条項付株式または取得

請求権付株式の場合は取得価額を指す。以下、本(ⅳ)において「取得価額等」という。）の下方修正等が行われ（本

(ロ)と類似の希薄化防止条項に基づく調整の場合を除く。）、当該下方修正等が行われた後の当該取得価額等が当

該修正が行われる日（以下「修正日」という。）における本(ロ)(d)に定める１株当たり時価を下回る価額になる

場合。
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前第２四半期連結累計期間
（自　2008年７月１日
至　2008年12月31日）

　(ⅴ) 取得価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後取得価額の算出にあたり使

用すべき１株当たりの時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

　(c) 取得価額の調整に際して計算が必要な場合は、特段の定めがない限り、円位未満小数第２位まで算出し、その小

数第２位を四捨五入する。

　(d) 取得価額調整式で使用する時価は、調整後の取得価額が初めて適用される日に先立つ45取引日目に始まる30取

引日（終値のない日数を除く。）の株式会社東京証券取引所における当会社普通株式の普通取引の毎日の終値の平

均値とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

　(e) 取得価額調整式で使用する発行済普通株式の数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場

合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後の取得価額を初めて適用する日の１ヶ月前の日における当会

社の発行済普通株式の総数とする。また、本(ロ)(a)(ⅰ)の場合には、取得価額調整式で使用する新たに発行する普

通株式数は、基準日において当会社が保有する当会社の普通株式に割り当てられる当会社普通株式数を含まないも

のとする。

　(f) 取得価額の調整に際し計算を行った結果、調整後取得価額と調整前取得価額との差額が１円未満にとどまると

きは、取得価額の調整はこれを行わない。ただし、その後取得価額の調整を必要とする事由が発生し、取得価額を算

出する場合には、調整前取得価額はこの差額を差引いた額とする。

　(g) 取得価額の調整が行われる場合には、当会社は、関連事項決定後直ちに、Ｂ種優先株主またはＢ種優先登録株式

質権者に対して、その旨ならびにその事由、調整前および調整後の取得価額、適用日およびその他の必要事項を通知

しなくてはならない。　

　(ハ)取得により交付すべき普通株式数

　Ｂ種優先株式の取得により交付すべき当会社の普通株式数は、次のとおりとする。

 

 

 普通株式数＝

　

Ｂ種優先株主が取得請求のために提出したＢ種優先株式の払込金総額＋

Ｂ種優先株主が取得請求のために提出したＢ種優先株式に係る累積未払配当金＋ 経過配当金相当額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　取得価額

 

　　なお、「経過配当金相当額」とは、当会社がＢ種優先株式を取得する日（以下「取得日」という。）の属する事

業年度の初日から取得日までの実経過日数（初日および取得日を含む。）の配当金の額を日割計算した額（た

だし、上記第11項に定めるＢ種優先中間配当金を支払ったときは、その額を控除した額とする。）をいう。

　　ただし、Ｂ種優先株主が取得請求のために提出したＢ種優先株式の払込金額の総額は、Ｂ種優先株式につき、株

式分割、株式併合またはこれに類する事由があった場合には、適切に調整される。取得により交付すべき普通株

式数の算出にあたって、１株未満の端数が生じたときはこれを切り捨て、会社法第167 条第３項に定める金銭

による調整は行わない。

　(ニ)取得請求受付場所

　中央三井信託銀行株式会社 証券代行部

　(ホ)取得の効力発生

　取得の効力は、取得請求書が上記(ニ)に記載する取得請求受付場所に到着した時に発生する。 

 (15)現金を対価とする取得請求権

　　Ｂ種優先株主は、出資の目的とする財産の給付期日の翌日以降いつでも、10 日以上前の事前通知を行うことにより、

当該取得請求がなされる日の属する事業年度の当会社の分配可能額に 0.7を乗じた額を限度として、その保有するＢ

種優先株式の全部または一部について、当会社に対して、現金を対価とする取得を請求することができるものとし、当

会社は、Ｂ種優先株主が取得の請求をしたＢ種優先株式を取得するのと引換えに、Ｂ種優先株式１株につき

100,000,000 円に、１株当たりの累積未払配当金および経過配当金相当額を加えた額の金銭を当該Ｂ種優先株主に対

して交付するものとする。

 (16)普通株式を対価とする取得条項

　　当会社は、上記第14項の取得請求期間中に取得請求のなかったＢ種優先株式を、同期間の末日の翌日(以下本項におい

て「一斉取得日」という。)をもって取得するものとし、当会社はかかるＢ種優先株式を取得するのと引換えにかかる

Ｂ種優先株式の払込金額相当額の総額、累積配当未払金および経過配当金相当額を、一斉取得日に先立つ45取引日目

に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均

値（終値のない日数を除く。円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。)に0.9を乗じた額で除

して得られる数の普通株式をＢ種優先株主に対して交付するものとする。かかる普通株式数の算出に当たって１株に

満たない端数が生じたときは、会社法第234条に定める方法により取扱う。　
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前第２四半期連結累計期間
（自　2008年７月１日
至　2008年12月31日）

 (17)現金を対価とする取得条項

　①当会社は、2013年４月１日以降いつでも、Ｂ種優先株主に対して60日以上前の事前の通知を行うことにより、Ｂ種優

先株式の全部または一部を取得することができるものとし、当会社はかかるＢ種優先株式を取得するのと引換えに、

本項第２号に定める額の金銭を交付するものとする。かかる取得は分配可能額を限度とする。

　②前号に基づくＢ種優先株式の取得と引換えに交付する金銭の額は、取得日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の

株式会社東京証券取引所における普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値（終値のない日数を

除く。円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）を、取得日における上記第14項に定める取

得価額で除した数に100,000,000を乗じた額、または100,000,000円の高い方に1.1 を乗じた額に、１株当たりの累積

未払配当金および経過配当金相当額を加えた額とする。

 (18)株式の併合または分割、募集株式の割当てを受ける権利等

　①当会社は、法令に定める場合を除き、Ｂ種優先株式について株式の併合、分割または無償割当ては行わない。

　②当会社は、Ｂ種優先株主には、募集株式、募集新株予約権または募集新株予約権付社債の割当てを受ける権利を与え

ない。

 (19)本要項は、各種の法令に基づく必要手続の効力発生を条件とする。

 

２.事業構造改善引当金について

　  当社および一部の連結子会社において、業務構造改革として実施するグループ各社の本社移転、営業所統廃合および

早期退職制度に伴い発生が見込まれる費用に備えるため、合理的な見積額を計上しております。
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注記事項

（四半期連結貸借対照表関係）

前第２四半期連結会計期間末
（2008年12月31日）

１　※１　たな卸資産の内訳

原材料及び貯蔵品   57百万円 

仕掛品  544

計  601

２　※２　有形固定資産減価償却累計額　  9,320百万円

３　※３　担保資産

　　　金融機関等からの借入金の担保に供している資産およびこれに対応する債務は次のとおりであります。

        (１)担保に供している資産

建物及び構築物     10,857百万円 

土地   10,104　

関係会社株式    121,407

計  142,370

　　        上記関係会社株式は連結上相殺消去されております。

        (２)上記に対応する債務

短期借入金  22,682百万円

１年内償還予定の社債 600

長期借入金 60,299

計     83,582

　　　なお、一部の在外子会社の借入金およびコミットメントライン契約における借入金実行残高（2008年９月30

日現在 6,231百万円）に対して、当該在外子会社とその子会社の総資産（2008年９月30日現在42,488百万

円）を実質的に担保に供しております。

　　　また、一部の在外子会社における売掛金のファクタリング等による借入金残高（2008年９月30日現在 2,137

百万円)に対して、当該在外子会社とその子会社の総資産（2008年９月30日現在 6,146百万円）を担保に供

しております。

４　※４　コミットメントライン契約・当座貸越契約および財務制限条項

　　　当社および一部の在外子会社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行等とコミットメントライン契約および

当座貸越契約を締結しております。

（当社）

　当社の当第２四半期連結会計期間末におけるコミットメントライン契約および当座貸越契約に係る借入金実行残

高は以下のとおりであります。

コミットメントラインおよび

当座貸越極度額の総額
    6,000百万円  

借入実行残高 2,988 

差引額     3,011 　

　金融機関からの借入金の一部について、主に下記内容の財務制限条項が付されております。

①  各連結会計年度（中間連結会計期間を含む）の末日における連結貸借対照表、貸借対照表の純資産額が、2004

年６月末における連結貸借対照表、貸借対照表の純資産額の75％を下回らないこと。

②  各連結会計年度における連結損益計算書、損益計算書上の経常損益または税引後当期純損益につき、２期連続

して損失を計上しないこと。

③　担保に供しているバーリントンハウス馬事公苑について、2009年５月末日迄に、一定金額以上での売買契約を

締結し、2009年６月末日迄に当該売却を完了すること。
　
　また、Promontoria Investments I B.V.からの借入金について、下記内容の財務制限条項が付されております。

①  債務の完済に至るまでの間、当社の連結貸借対照表または中間連結貸借対照表における株主資本の額 7,500 百

万円を下回らないこと。

②  債務の完済に至るまでの間、当社の連結貸借対照表または中間連結貸借対照表における現金及び預金の額が

10,000百万円を下回らないこと。
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前第２四半期連結会計期間末
（2008年12月31日）

③  債務の完済に至るまでの各半期における連結税引前・利払前・償却前利益が２半期連続して5,000 百万円を

下回らず、かつ、当該２半期の連結税引前・利払前・償却前利益の合計額が10,000百万円を下回らないこと。

    当社は当第２四半期連結会計期間末現在、下記借入金（総額71,254百万円）が財務制限条項に抵触しておりま

す。

　証書借入 71,254百万円 

（在外子会社）

　一部の在外子会社の2008年９月30日現在のコミットメントライン契約における借入金実行残高は以下のとおりで

あります。

コミットメントラインの総額     8,570百万円 

借入実行残高      4,469

差引額      4,100

　上記借入金について、主に下記内容の財務制限条項が付されております。

①　当該在外子会社のFixed Charge Coverage 　Ratio が、直近４回の四半期で連続して１倍を下回らないこと。 

②　以下の比率が４を上回らないこと。

グループ外部に対する債務

直近４回の四半期の税引前・利払前

・償却前利益の合計

③　当該借入金より劣後した債務の元本および金利の支払を行う場合には一定の条件をみたすこと。

④　追加の借入を実行する際には一定の条件をみたすこと。

　一部の在外子会社の借入金残高（2008年９月30日現在1,761百万円)について、以下の財務制限条項が付されてお

ります。

①　当該在外子会社のFixed Charge Coverage 

　Ratio が、直近４回の四半期で連続して１倍を下回らないこと。

②　以下の比率が4.25を上回らないこと。

グループ外部に対する債務

直近４回の四半期の税引前・利払前

・償却前利益の合計

　一部の在外子会社の売掛金のファクタリングによる借入金残高（2008年９月30日現在2,080百万円)について、以

下のコミットメントラインが付されております。 

コミットメントラインの総額      2,836百万円 

借入実行残高      2,080

差引額  755

　なお、上記借入金を含む 2,137百万円について、以下の財務制限条項が付されており、これに抵触しております

が、他の金融機関と新規の金銭消費貸借契約の締結に向けて調整中であります。

　直近３ヶ月間において、以下の比率が 1.1以上であること。

当該期間の税引前・利払前・償却前利益

当該期間の借入コスト

 

５　偶発債務

（１）下記の関係会社等が締結してるリース契約について債務保証の予約を行っております。　

（会社名） （予約残高）

㈱グッド保険サービス  0百万円

㈱ラディア・スマイル　　（注２)  0

コムスン事業承継会社24社（注１)     1,001

計     1,002

（注１) コムスン事業の譲渡に伴い、㈱コムスンが締結していたリース契約について、コムスン事業承継会社に対し、引き続き債務保証の予約を

行っているものであります。

（注２) ㈱グッドウィル・スマイルは2008年10月１日付で㈱ラディア・スマイルに商号変更しております。
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前第２四半期連結会計期間末
（2008年12月31日）

（２）下記の関係会社の賃借契約について連帯保証を行っております。

（会社名） （保証残高）

Food Scope Midtown LLC     932百万円

MEGU LONDON LIMITED      840百万円

（３）一部の在外子会社は、当第２四半期連結会計期間以前に締結した海外の買収契約に関連して翌四半期連結会計期間

以降の業績等に連動する利益成果条項を結んでおります。これに伴い翌四半期連結会計期間以降において、利益成果

条項による支払が生ずる可能性があります。

（４）当社は合意解約した国内子会社本社の定期賃貸借契約について、新たな賃借人との賃貸借契約の時期および賃料等

条件に応じて解約金を負担する義務を負っております。当該解約金により、2013年１月までの間において最大で7,772

百万円の損失が追加で発生する可能性があります。なお、当社は早い段階で当該解約金の解消をすべく関係者および

外部の専門家との協議を重ねており、当連結会計年度において当該解約金の解消を見込んでおります。

（５）当社および当社子会社の㈱コムスンは、2008年12月８日に、㈱ゼクス並びにその子会社の㈱ゼクスアクティブ・エ

イジおよび㈱ゼクスアクティブ・シニアより当社の保有するバーリントハウスの固定資産（住宅型有料老人ホーム

２施設）の不動産売買契約の解除に関して、事業承継後運営に要した費用の支払いおよびゼクスアクティブ・シニア

株式の買取、入居一時金未消却残高相当額の引き渡しを求めて約44億円の訴訟を提起されております。

　　　これに対する当社の主張は以下の通りです。

　　　当社が保有するバーリントンハウスの固定資産につきましては、2007年９月21日に㈱ゼクスと不動産売買契約を締結

後、諸手続きが整うまでの間、物件の引渡しを延期し、㈱ゼクスアクティブ・シニアと定期建物賃貸借契約を締結し、

同社にて施設運営を行ってまいりました。　　　

　　　しかしながら、2008年７月26日以降、定期建物賃貸借契約の不締結、賃料の支払停止という事態が発生しました。当社

は、月額賃料の支払も停止する買い主が、売買代金の決済をする能力を有することに疑いを感じ、㈱ゼクスアクティブ

・シニアおよび㈱ゼクスに対し、その債務不履行状態の解消を求める一方、2008年８月25日までにかかる状態が解消

されない場合、前記不動産売買契約を解除する旨の通知を発しましたが、同期日までにその解消はされませんでした

ので、前記不動産売買契約は既に解除済みであります。従いまして、売買契約の有効な存在やその後発生した事象を理

由に売買契約の解除を主張し、ましてや入居者からの預かり金である保証金（入居一時金）を㈱ゼクスアクティブ・

シニアの未収入金として計上しているため引き渡しを求めるという請求は全く理由がないものと当社は判断してお

ります。

　　　また、当社は、2009年１月９日に㈱ゼクスらによる本訴訟の提起に対してこれを全面的に争う旨の答弁書を提出すると

ともに㈱ゼクスの債務不履行による不動産売買契約の解除により、同社に対して約定違約金約42億円および遅延損害

金の支払いを求める訴訟を提起しております。 

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　2008年７月１日
至　2008年12月31日）

１　※１　現金及び現金同等物の四半期残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2008年12月31日現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円）　

　現金及び預金勘定 11,658

　預入期間が３か月を超える定期預金 △138

　現金及び現金同等物 11,520

 

　

（株主資本等関係）

前第２四半期連結会計期間末（2008年12月31日）および前第２四半期連結累計期間（自　2008年７月１日

　至　2008年12月31日）

１．発行済株式の種類および総数

普通株式 3,022,118株

２．自己株式の種類および株式数

普通株式 29,773株
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（セグメント情報）

事業の種類別セグメント情報

　前第２四半期連結会計期間(自2008年10月１日　至2008年12月31日)及び前第２四半期連結累計期間(自2008年

７月１日　至2008年12月31日）

　前連結会計年度においては、人材派遣・請負事業、介護・医療支援事業、その他の事業に区分しておりました。

介護・医療支援事業は、事業撤退により事業規模が縮小し、全セグメントの売上高の合計および営業利益の金

額の合計額に占める人材派遣・請負事業の売上高および営業利益の割合がいずれも90％超となりました。その

ため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

所在地別セグメント情報

　前第２四半期連結会計期間（自　2008年10月１日　至　2008年12月31日）　　　　　　　（単位：百万円）

 日本 北米 欧州 計
消去又は
全社

連結

売上高                         
(1）外部顧客に対する売上高 49,883 30,763 10,818 91,464  － 91,464

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 39  －  － 39 (39)  －

計 49,923 30,763 10,818 91,504 (39) 91,464

営業利益(又は営業損失) (398) 223 17 (156) 1,303 1,146

 

　前第２四半期連結累計期間（自　2008年７月１日　至　2008年12月31日）　　　　　　　（単位：百万円）

 日本 北米 欧州 計
消去又は
全社

連結

売上高                         
(1）外部顧客に対する売上高 104,838 61,669 21,910 188,418  － 188,418

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 106 － － 106 (106)  －

計 104,945 61,669 21,910 188,525 (106) 188,418

営業利益(又は営業損失) (1,692) 193 35 (1,463) 1,413 (49)

　（注）１.　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２.　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

 (１)北米：アメリカ

 (２)欧州：オランダ、イギリス
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海外売上高

　前第２四半期連結会計期間（自　2008年10月１日　至　2008年12月31日）

 北米 欧州 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 30,763 10,818 41,581

Ⅱ　連結売上高（百万円）  －  － 91,464

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 33.6 11.8 45.5

　前第２四半期連結累計期間（自　2008年７月１日　至　2008年12月31日）

 北米 欧州 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 61,669 21,910 83,580

Ⅱ　連結売上高（百万円）  －  － 188,418

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 32.7 11.6 44.4

　（注）１.　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２.　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

 (１)北米：アメリカ

 (２)欧州：オランダ、イギリス

３.　海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

 

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

前第２四半期連結会計期間末
（2008年12月31日）

１株当たり純資産額 △4,311.15円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　2008年７月１日
至　2008年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 2,932.39円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2008年７月１日
至　2008年12月31日）

四半期純損失（百万円） 8,774

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る四半期純損失（百万円） 8,774

期中平均株式数（千株） 2,992
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（重要な後発事象）

前第２四半期連結会計期間
（自　2008年10月１日
至　2008年12月31日）

１.第三者割当増資による新株の発行について

　当社は2008年12月25日に実行予定であった、債務の株式化による資本増強策(Ａ種優先株式の発行)について、株価と転

換価額との間に乖離が発生したことからこれを取りやめ、新たな財務リストラクチャリングの施策の一部として2009年

２月６日に第三者割当増資を行いました。新引受契約に基づく本増資においては、払込財産にPromontoria Investments

I B.V.の当社に対する貸付債権の一部が充当され（債務の株式化）、当社有利子負債が圧縮されることによる財務基盤

の安定化、および資本増強を目的としております。また2009年6月に発行を予定しているＢ種優先株式と合わせて債務超

過の解消となる見込であります。

発行した株式の種類および数　普通株式3,120,000株

発行価額　　　　　　　　　　600円

発行総額　　　　　　　　　　1,872百万円(うち資本金組入額936百万円)

割当先　　　　　　　　　Promontoria Investments Ⅰ B.V. 　1,040,000株

 　　　　　　　　 　　　Promontoria Investments Ⅱ B.V. 　1,040,000株

                  　　　Promontoria Investments Ⅲ B.V. 　1,040,000株

（注）割当先はすべて、米国大手投資ファンドのサーベラスグループと米国大手金融機関のモルガン・スタンレーの関

連会社の組成するコンソーシアムによる投資を主たる業とするエンティティ（事業体）になります。 

 

２.子会社の合併について

　当社が2008年10月14日発表した「事業再建計画」に基いた事業再編を目的として、技術系４社の合併をおこなっており

ます。当該合併は2009年１月１日を合併期日として、㈱シーテックを存続会社、㈱ティエスティおよび㈱CIT を消滅会社

とする吸収合併方式( ㈱ティエスティおよび㈱CITは同日に解散)および㈱バンテクノの吸収分割方式(分社型分割)によ

るものです。又、当該組織再編に際して新株の発行および資本増加は行っておりません。

　当該合併は共通支配下の取引に該当するため、内部取引として全て消去する予定であり、連結財務諸表に与える影響は

ありません。

 

３.住宅型有料老人ホーム事業の事業承継について

　当社が新たに設立した受皿会社（当社100％子会社）であるバーリントン事業承継㈱は2009年２月10日開催の取締役会

において、㈱ゼクスの子会社である㈱ゼクス・アクティブシニアの住宅型有料老人ホーム「バーリントンハウス」事業

を、吸収分割方式により2009年３月13日を分割期日予定として承継することを決議し、当該分割契約を締結しました。

バーリントン事業承継㈱は、当該事業承継の対価として、㈱ゼクス・アクティブシニアに対して、１円の現金交付を行い

ます。また、バーリントン事業承継㈱が承継する資産・負債については、別途協議のうえ定める予定であります。

　なお、当該事業承継会社による運営は、新たな譲渡先が確定するまでの一時的なものであります。 

　

２　その他

　該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】
（１）【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

（単位：百万円）

当中間会計期間末
(2009年12月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(2009年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,074 209

営業未収入金 327 468

前払費用 341 334

短期貸付金 ※2
 5,715

※2
 5,661

その他 403 844

貸倒引当金 △5,995 △5,546

流動資産合計 2,867 1,971

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※2
 7,583

※2
 9,350

構築物（純額） 253 269

機械及び装置（純額） 82 90

車両運搬具（純額） 5 6

工具、器具及び備品（純額） 129 148

土地 ※2
 4,930

※2
 5,650

有形固定資産合計 ※1
 12,985

※1
 15,515

無形固定資産 11 0

投資その他の資産

投資有価証券 16 17

関係会社株式 ※2
 14,524

※2
 92,656

長期貸付金 145 168

長期前払費用 0 0

敷金及び保証金 782 1,103

その他 103 244

貸倒引当金 △44 △103

投資損失引当金 △6 △5

投資その他の資産合計 15,521 94,081

固定資産合計 28,518 109,597

資産合計 31,385 111,569
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（単位：百万円）

当中間会計期間末
(2009年12月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(2009年６月30日)

負債の部

流動負債

短期借入金 7,715 ※2, ※3
 45,199

1年内返済予定の長期借入金 2,232 ※2, ※3
 29,722

未払金 552 278

未払費用 304 194

未払法人税等 2 4

預り金 10 47

事業構造改善引当金 263 631

その他 369 100

流動負債合計 11,450 76,179

固定負債

長期借入金 ※2
 23,123

※2, ※3
 55,457

退職給付引当金 1 1

長期預り保証金 1,779 1,779

固定負債合計 24,904 57,238

負債合計 36,354 133,417

純資産の部

株主資本

資本金 309 35,453

資本剰余金

資本準備金 309 15,489

その他資本剰余金 － 9,605

資本剰余金合計 309 25,095

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △5,587 △79,891

利益剰余金合計 △5,587 △79,891

自己株式 － △2,505

株主資本合計 △4,968 △21,847

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △0 △0

評価・換算差額等合計 △0 △0

純資産合計 △4,969 △21,848

負債純資産合計 31,385 111,569
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②【中間損益計算書】
（単位：百万円）

当中間会計期間
(自　2009年７月１日
　至　2009年12月31日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　2008年７月１日
　至　2009年６月30日)

営業収益 2,144 5,607

営業費用 ※1
 1,921

※1
 5,180

営業利益 222 426

営業外収益 ※2
 200

※2
 226

営業外費用 ※3
 2,366

※3
 5,853

経常損失（△） △1,943 △5,199

特別利益 ※4
 99,170

※4
 5

特別損失 ※5, ※6
 80,965

※5, ※6, ※7
 18,082

税引前中間純利益又は税引前中間純損失（△） 16,262 △23,276

法人税、住民税及び事業税 2 4

法人税等還付税額 － △22

法人税等合計 2 △18

中間純利益又は中間純損失（△） 16,260 △23,258
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③【中間株主資本等変動計算書】
（単位：百万円）

当中間会計期間
(自　2009年７月１日
　至　2009年12月31日)

前事業年度の
要約株主資本等変動計算書

(自　2008年７月１日
　至　2009年６月30日)

株主資本

資本金

前期末残高 35,453 34,517

当中間期変動額

減資 △35,453 －

新株の発行 309 936

当中間期変動額合計 △35,144 936

当中間期末残高 309 35,453

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 15,489 14,553

当中間期変動額

資本準備金の取崩 △15,489 －

新株の発行 309 936

当中間期変動額合計 △15,180 936

当中間期末残高 309 15,489

その他資本剰余金

前期末残高 9,605 9,607

当中間期変動額

減資 35,453 －

準備金から剰余金への振替 15,489 －

欠損填補 △58,043 －

自己株式の消却 △2,505 △0

自己株式の処分 － △1

当中間期変動額合計 △9,605 △1

当中間期末残高 － 9,605

資本剰余金合計

前期末残高 25,095 24,160

当中間期変動額

減資 35,453 －

資本準備金の取崩 △15,489 －

準備金から剰余金への振替 15,489 －

欠損填補 △58,043 －

新株の発行 309 936

自己株式の消却 △2,505 △0

自己株式の処分 － △1

当中間期変動額合計 △24,785 934

当中間期末残高 309 25,095
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（単位：百万円）

当中間会計期間
(自　2009年７月１日
　至　2009年12月31日)

前事業年度の
要約株主資本等変動計算書

(自　2008年７月１日
　至　2009年６月30日)

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 △79,891 △56,632

当中間期変動額

中間純利益又は中間純損失（△） 16,260 △23,258

欠損填補 58,043 －

当中間期変動額合計 74,304 △23,258

当中間期末残高 △5,587 △79,891

利益剰余金合計

前期末残高 △79,891 △56,632

当中間期変動額

中間純利益又は中間純損失（△） 16,260 △23,258

欠損填補 58,043 －

当中間期変動額合計 74,304 △23,258

当中間期末残高 △5,587 △79,891

自己株式

前期末残高 △2,505 △2,506

当中間期変動額

自己株式の取得 － △0

自己株式の消却 2,505 0

自己株式の処分 － 1

当中間期変動額合計 2,505 1

当中間期末残高 － △2,505

株主資本合計

前期末残高 △21,847 △460

当中間期変動額

新株の発行 618 1,872

中間純利益又は中間純損失（△） 16,260 △23,258

自己株式の取得 － △0

自己株式の消却 － －

自己株式の処分 － 0

減資 － －

資本準備金の取崩 △15,489 －

準備金から剰余金への振替 15,489 －

欠損填補 － －

当中間期変動額合計 16,879 △21,386

当中間期末残高 △4,968 △21,847
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（単位：百万円）

当中間会計期間
(自　2009年７月１日
　至　2009年12月31日)

前事業年度の
要約株主資本等変動計算書

(自　2008年７月１日
　至　2009年６月30日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △0 0

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

0 △0

当中間期変動額合計 0 △0

当中間期末残高 △0 △0

評価・換算差額等合計

前期末残高 △0 0

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

0 △0

当中間期変動額合計 0 △0

当中間期末残高 △0 △0

純資産合計

前期末残高 △21,848 △460

当中間期変動額

減資 － －

資本準備金の取崩 △15,489 －

準備金から剰余金への振替 15,489 －

欠損填補 － －

新株の発行 618 1,872

中間純利益又は中間純損失（△） 16,260 △23,258

自己株式の取得 － △0

自己株式の消却 － －

自己株式の処分 － 0

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

0 △0

当中間期変動額合計 16,879 △21,387

当中間期末残高 △4,969 △21,848
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【中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
当中間会計期間

（自　2009年７月１日
至　2009年12月31日）

前事業年度
（自　2008年７月１日
至　2009年６月30日）

１．資産の評価基準及び評価方法 (1）有価証券

①　子会社株式及び関連会社株式

    移動平均法による原価法

(1）有価証券

①　子会社株式及び関連会社株式

同左

　 ②　その他有価証券

　  時価のあるもの

      中間期末日の市場価格等に基づく時価法

　　　（評価差額は、全部純資産直入法により処

　    理し、売却原価は移動平均法により算定）　

②　その他有価証券

　時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法　　

　（評価差額は、全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定）

　 　  時価のないもの

　　　移動平均法による原価法　

　時価のないもの

　同左　

２．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産（リース資産を除く）

    定率法を採用しております（ただし、1998年４月

１日以降に取得した建物（付属設備を除く）につ

いては、定額法によっております。）。　　

    また、取得価額が10万円以上20万円未満の資産に

ついては、３年間で均等償却する方法を採用してお

ります。

  主な耐用年数は以下の通りであります。

建物 3～49年

構築物 8～50年

機械及び装置 15年

車両運搬具 6年

工具、器具及び備品 3～15年

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

同左

 (2）無形固定資産

    定額法を採用しております。

 　 なお、ソフトウェア(自社利用分)については、見込

利用可能期間(２～５年)に基づく定額法によって

おります。

(2）無形固定資産

   定額法を採用しております。

 　なお、ソフトウェア(自社利用分)については、見込

利用可能期間(５年)に基づく定額法によっており

ます。

　 (3) リース資産　

　  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として

算定する定額法によっております。

    なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が2008年６月30日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。　

(3）リース資産

同左
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項目
当中間会計期間

（自　2009年７月１日
至　2009年12月31日）

前事業年度
（自　2008年７月１日
至　2009年６月30日）

 (4）長期前払費用

    定額法を採用しております。

(4）長期前払費用

同左

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権および

破産更生債権等特定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 　

(1）貸倒引当金

同左

　 (2) 退職給付引当金　

  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末

における退職給付債務の見込額に基づき、当中間

会計期間末において発生していると認められる額

を計上しております。　

(2）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務の見込額に基づき、当事業年

度末において発生していると認められる額を計上

しております。

　 (3) 投資損失引当金

  関係会社への投資に係る損失に備えるため、当

該会社の財政状態を勘案して関係会社株式につい

て必要額を計上しております。　

(3）投資損失引当金

同左

　 (4) 事業構造改善引当金

  事業構造改革として実施する事務所移転および

希望退職の募集等に伴い発生が見込まれる費用に

備えるため、合理的な見込額を計上しております。

　

(4）事業構造改善引当金

同左

４．外貨建の資産及び負債の本邦

通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。 

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。

５．その他中間財務諸表（財務諸

表）作成のための基本となる重

要な事項

(1) 消費税等の会計処理 

  消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式

によっており、控除対象外消費税は当中間会計期

間の期間費用として処理しております。 

(1）消費税等の会計処理

　消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式

によっており、控除対象外消費税は当事業年度の

期間費用として処理しております。
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【中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】
当中間会計期間

（自　2009年７月１日
至　2009年12月31日）

前事業年度
（自　2008年７月１日
至　2009年６月30日）

────── （リース取引に関する会計基準）

　当事業年度より、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第

13号　平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30

日改正）および「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第16号　平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計

制度委員会）、平成19年３月30日改正）を適用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始

日が2008年６月30日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっており、これによる損益の影響額はあ

りません。

 

【注記事項】

（中間貸借対照表関係）
当中間会計期間末
（2009年12月31日）

前事業年度末
（2009年６月30日）

１.　※１　有形固定資産の減価償却累計額

　 2,915百万円

１.　※１　有形固定資産の減価償却累計額

　 2,625百万円

２.　※２　担保資産

  　　　金融機関等からの借入金の担保に供している資産およびこれに対

応する債務は次のとおりであります。

２.　※２　担保資産

　金融機関等からの借入金の担保に供している資産およびこれに

対応する債務は次のとおりであります。

　(1)担保に供している資産　

短期貸付金 4,386百万円

建物 7,434

土地 4,930

関係会社株式 7,402

計 24,152

(1)担保に供している資産

短期貸付金 4,386百万円

建物 9,191

土地 5,650

関係会社株式 79,817

計 99,044

  (2)上記に対応する債務

長期借入金 22,853百万円

(2)上記に対応する債務

短期借入金 4,165百万円

１年内返済予定の長期借入金 21,362

長期借入金 54,398

計 79,925

――――――　 ３　※３　コミットメントライン契約・当座貸越契約および財務制限条

項

　当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引金融機関等と

コミットメントライン契約および当座貸越契約を締結しており

ます。当事業年度末におけるコミットメントライン契約および当

座貸越契約に係る借入金実行残高は次のとおりであります。

コミットメントラインおよび当座貸越極度額の

総額

6,000百万円

借入実行残高 2,988

差引額 3,011

　金融機関からの借入金の一部について、主に下記内容の財務制

限条項が付されております。

　　　　 ① 各決算期（中間決算期を含む）の末日における、連結貸借対照

表、貸借対照表の純資産額が、2004年６月末における連結貸借対

照表、貸借対照表の純資産額の75％を下回らないこと。
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当中間会計期間末
（2009年12月31日）

前事業年度末
（2009年６月30日）

　 ② 各決算期における連結損益計算書、損益計算書上の経常損益ま

たは税引後当期純損益につき、２期連続して損失を計上しないこ

と。

　　  　 ③ 担保に供しているバーリントンハウス馬事公苑について、2009

年５月末日迄に、当該不動産の売却に関し、売買契約を締結し、且

つ、2009年６月末日迄に当該売却を完了すること。

　　　　 また、Promontoria Investments Ⅰ B.V.からの借入金について、

下記内容の財務制限条項が付されております。

　　 ①債務の完済に至るまでの間、当社の連結貸借対照表または中間連

結貸借対照表における株主資本の額が7,500百万円を下回らない

こと。

　　　 ②債務の完済に至るまでの間、当社の連結貸借対照表または中間連

結貸借対照表における現金及び預金の額が10,000百万円を下回

らないこと。

　　 　 ③債務の完済に至るまでの各半期における連結税引前・利払前・

償却前利益が２半期連続して5,000百万円を下回らず、かつ、当該

２半期の連結税引前・利払前・償却前利益の合計額が10,000百

万円を下回らないこと。

　　　　 　当社は当事業年度末現在、下記借入金（総額72,370百万円）が

財務制限条項に抵触しております。

　 証書借入 69,382百万円

コミットメントライン 2,988

合計 72,370

４.　偶発債務

――――――

４　偶発債務

(1)下記の関係会社の金融機関からの借入金について債務保証を行っ

ております。

保証先
金額

（百万円）
内容

㈱コムスン 80借入債務

㈱シーテック 500借入債務

ラディアホールディングス・プレミア㈱（注

1）
300借入債務

㈱ハイテック 250借入債務

計 1,130―

（注1）2008年10月1日付で、㈱グッドウィル・プレミアより商号の変更

を行っております。
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当中間会計期間末
（2009年12月31日）

前事業年度末
（2009年６月30日）

 (1) 下記の関係会社が締結しているリース契約について債務保証の予

約を行っております。

（会社名） （予約残高）

ラディアホールディングス・プレミア㈱ 11百万円

㈱テクノプロ・エンジニアリング 7

㈱グッド保険サービス 0　

バーリントン事業承継㈱ 56

コムスン事業承継会社23社(注） 358

計 434

（注）コムスン事業の譲渡に伴い、㈱コムスンが締結していた

リース契約について、コムスン事業承継会社に対し、引き続き債務

保証の予約を行っているものであります。

(2)下記の関係会社が締結しているリース契約について債務保証の予

約を行っております。

（会社名） （予約残高）

ラディアホールディングス・プレミア㈱ 16百万円

㈱テクノプロ・エンジニアリング 12

㈱グッド保険サービス 0　

バーリントン事業承継㈱ 73

コムスン事業承継会社23社(注） 566

計 668

（注）コムスン事業の譲渡に伴い、㈱コムスンが締結していたリー

ス契約について、コムスン事業承継会社に対し、引き続き債務保証

の予約を行っているものであります。

―――――― (3)当社は合意解約した国内子会社本社の定期賃貸借契約について、新

たな賃借人との賃貸借契約の時期および賃料等条件に応じて解約

金を負担する義務を負っております。当該解約金により、2013年１

月までの間において最大で5,637百万円の損失が追加で発生する可

能性があります。

但し、当社は早い段階で当該解約金の解消をすべく関係者および外

部の専門家との協議を重ねており、当連結会計年度においては、当

期末における新たな賃貸人との賃貸借契約等の状況を踏まえ、事業

構造改善引当金を計上しております。

(2) 当社および当社子会社である㈱コムスンは、2008年12月８日に㈱ゼ

クスより不動産売買契約の解除に関連して（訴額約44億円）訴訟

を提起されましたが、当社は2009年１月９日に㈱ゼクスに対し、不

動産売買契約の解除による約定違約金（約42億円）および遅延損

害金の支払いを求める訴訟（反訴）を東京地方裁判所に提起して

おります。なお、2009年４月１日にゼクスアクティブ・シニアの運

営するバーリントンハウス事業をバーリントン事業承継㈱が、吸収

分割方式により事業承継いたしました。その結果、バーリントン事

業承継㈱が、入居者からの預り金（入居一時補償金）および未償却

残高返還債務を承継したため、㈱ゼクスから当社および㈱コムスン

に対する訴額は約44億円から約17億円に減縮されております。　

(4)同左
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（中間損益計算書関係）
当中間会計期間

（自　2009年７月１日
至　2009年12月31日）

前事業年度
（自　2008年７月１日
至　2009年６月30日）

１.　※１ 営業費用のうち主要なもの　

給与諸手当   605百万円

賃借料 294

業務委託費 294

１.　※１ 営業費用のうち主要なもの

給与諸手当   1,479百万円

賃借料 731

業務委託費 1,136

２.　※２ 営業外収益のうち主要なもの　

受取賃貸料   181百万円

２.　※２ 営業外収益のうち主要なもの

受取賃貸料 152百万円

業務受託料 27

３.　※３ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息   2,052百万円

賃貸費用 293

３.　※３ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 　　4,943百万円　

賃貸費用 712

４.　※４ 特別利益のうち主要なもの　

債務免除益   99,085百万円

　

４.　※４ 特別利益の内容

固定資産売却益   5百万円

５.　※５ 特別損失のうち主要なもの

減損損失   2,254百万円

関係会社株式評価損　 78,103

５.　※５ 特別損失のうち主要なもの

減損損失 　　3,275百万円　

関係会社株式評価損 12,444

事業構造改善費用 1,842

６.　　　 減価償却実施額

有形固定資産   289百万円

無形固定資産 0

６.　　　 減価償却実施額

有形固定資産 　　770百万円　

無形固定資産 5

７.　※６　当中間会計期間において、当社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類 減損損失

東京都 シニアレジデンス拠点

　 百万円

建物　 1,534

土地　 719

　  合計 2,254

　資産のグルーピングは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位とし

て、支店、施設、店舗、物件、賃貸用不動産を基本単位としております。

　減損対象としたシニアレジデンス拠点は、売却を予定しているため、帳

簿価額と実勢価格の差額を減損損失として特別損失に計上しておりま

す。　

７.　※６　当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減

損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類 減損損失

東京都 シニアレジデンス拠点

　 百万円

建物　 364

土地　 2,896

東京都 共用資産 建物　 13

　  合計 3,275

　資産のグルーピングは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位とし

て、支店、施設、店舗、物件、賃貸用不動産を基本単位としております。

　減損対象としたシニアレジデンス拠点は、不動産価格の下落により、帳

簿価額と実勢価格の差額を減損損失として特別損失に計上しておりま

す。

　また、共用資産については、子会社に賃貸している資産でありますが除

却を予定しているため、全額を減損損失として特別損失に計上しており

ます。

────── ８.　※７  事業構造改善費用の内訳は次のとおりであります。

事務所移転費用  1,771百万円

早期退職関係費用  71       

計  1,842       
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（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自　2009年７月１日　至　2009年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）
当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

普通株式 29,773.00 － 29,773.00 －

合計 29,773.00 － 29,773.00 －

（注）自己株式の減少は、消却（29,773株）によるものであります。 

　

前事業年度（自　2008年７月１日　至　2009年６月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）
当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
（株）

普通株式 29,773.04 14.23 14.27 29,773.00

合計 29,773.04 14.23 14.27 29,773.00

（注）１．増加は端株の買取り（14.23株）、減少は端株の売却（14.00株）、消却（0.27株）によるものであります。

　　　２．2008年10月１日をもって端株制度を廃止しております。　　
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（リース取引関係）
当中間会計期間

（自　2009年７月１日
至　2009年12月31日）

前事業年度
（自　2008年７月１日
至　2009年６月30日）

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日

が2008年６月30日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。　

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および中間

期末残高相当額

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始

日が2008年６月30日以前のリース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末

残高相当額

 
取得価額相当
額
(百万円)

減価償却累計額相
当額

(百万円)

中間期末残高相
当額
(百万円)

器具及び備品 25 13 11

　
取得価額相当
額
(百万円)

減価償却累計額相
当額

(百万円)

期末残高相当
額
(百万円)

器具及び備品 29 13 16

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 5百万円

１年超 6　　　　　　　

合計 12

１年内 5百万円

１年超 11

合計 16

(3）支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相当額 (3）支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相当額

支払リース料 2百万円

減価償却費相当額 2

支払利息相当額 0

支払リース料 37百万円

減価償却費相当額 33

支払利息相当額 5

(4）減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によって

おります。 

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法については、利息法によっており

ます。 

(5）利息相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち、解約不能のものに係る未

経過リース料

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち、解約不能のものに係る未

経過リース料

１年内 707百万円

１年超 1,847

合計 2,554

１年内 690百万円

１年超 2,209

合計 2,900
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（有価証券関係）

当中間会計期間末（2009年12月31日現在）

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

前事業年度末（2009年６月30日現在）

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

　

　

（１株当たり情報）

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

　

　

　

（企業結合等関係）

当中間会計期間（自2009年７月１日　至2009年12月31日）

　（ラディアホールディングス・プレミア㈱株式の担保権行使）

　詳細については連結財務諸表における企業結合関係注記に記載のとおりであります。

　

前事業年度（自2008年７月１日　至2009年６月30日）

該当事項はありません。
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（重要な後発事象）

当中間会計期間
（自　2009年７月１日
至　2009年12月31日）

前事業年度
（自　2008年７月１日
至　2009年６月30日）

  ―――――― (1) 全部取得条項付種類株式を利用した発行済株式全部の

無償取得および消却について

　当社は2009年９月１日開催の取締役会において、「定款

の一部変更の件その２（発行可能株式総数の変更、全部

取得条項付種類株式およびＢ種種類株式に関する条文の

追加）」および「全部取得条項付種類株式の取得の件」

について、定時株主総会に付議することを決議し、2009年

９月28日開催の第15期定時株主総会（以下「本株主総

会」といいます）において、決議いたしました。

　上記のとおり、全部取得条項付種類株式を利用した発行

済株式の無償取得（いわゆる100％減資）に関する議案

を上程いたしましたが、全部取得条項の付加等に係る定

款一部変更の件につきまして、会社法第111条第２項第１

号および第322条第１項第１号に基づく決議をいただく

ため、普通株主による種類株主総会（以下「本種類株主

総会」といいます）を併せて開催いたしました。

　また、本株主総会および本種類株主総会において、全部

取得条項付種類株式を利用した発行済株式の無償取得に

関する議案が承認可決されましたので、当社普通株式は、

株式会社東京証券取引所の上場廃止基準に該当すること

となり、2009年９月28日から2009年10月28日までの間、整

理銘柄に指定された後、2009年10月29日をもって、上場廃

止となります。

　当社は事業再生ＡＤＲ手続において当社の取引金融機

関と金融支援等についての合意を得るべく協議中であり

ますが、かかる合意を得る為には全部取得条項付種類株

式を用いて発行済株式の全部を当社が無償で取得し、こ

れを消却することが必要となります。

　 　当社は2009年６月30日時点における自己資本（株主資

本と評価・換算差額等の合計）は、約218億円の債務超過

状態にあるため、取得対価は０円（無償）といたします。

　従いまして、取得日（2009年11月10日）において取得日

の前日の最終の当社株主名簿に記載又は記録された普通

株主より普通株式を無償で取得することとなります。

　全部取得条項付種類株式の取得は、取得日までに法的整

理手続（破産、民事再生、会社更生）の申立て（当社又は

当社債権者による）がなされないことを条件としてその

効力が生じるものとします。　

　 (2) 資本金および資本準備金の額の減少ならびに剰余金の

処分について

　当社は2009年９月１日開催の取締役会において、「資本

金および資本準備金の額の減少の件」ならびに「剰余金

の処分の件」について、定時株主総会に付議することを

決議し、2009年９月28日開催の第15期定時株主総会にお

いて、決議いたしました。　
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当中間会計期間
（自　2009年７月１日
至　2009年12月31日）

前事業年度
（自　2008年７月１日
至　2009年６月30日）

　 　2009年６月30日現在の資本金の額35,453百万円を全額

減少させて、資本金の額を０円といたします。発行済株式

総数の変更は行わず、資本金の額のみを減少いたします。

減少する資本金は全額を「その他資本剰余金」に計上い

たします。効力発生日は2009年11月10日を予定しており

ます。

　2009年６月30日現在の資本準備金の額15,489百万円を

全額減少させて、資本準備金の額を０円といたします。減

少する資本準備金は全額を「その他資本剰余金」に計上

いたします。効力発生日は2009年11月10日を予定してお

ります。　

　2009年６月30日現在のその他資本剰余金9,605百万円な

らびに資本金および資本準備金の額の減少により計上さ

れることとなるその他資本剰余金50,943百万円の合計額

のうち、58,043百万円を繰越利益剰余金の欠損填補に充

当いたします。

　 　なお、本件の効力発生日と同じ2009年11月10日付で自己

株式が消却されることにより、その他資本剰余金の額は

０円に、同日付でＢ種種類株式が発行されることにより、

資本金は25百万円に、資本準備金は25百万円になる予定

です。

　 (3) 第三者割当による新株の発行（Ｂ種種類株式）につい

て

　当社は2009年９月１日開催の取締役会において、「第三

者割当による募集株式の発行の件」（以下「本議案」と

いいます）について決議いたしました。なお、当社の状況

に照らし、本議案の株式の発行価格（払込金額）は、特に

有利な金額に該当しないと考えておりますが、念のため

定時株主総会での承認を求め、2009年９月28日開催の第

15期定時株主総会において、承認されました。

　本件は、本株主総会および本種類株主総会において、全

部取得条項付種類株式を利用した発行済株式の無償取得

（いわゆる100％減資）に関する議案が原案どおり承認

可決されましたので、取得日において全部取得条項付種

類株式の取得がなされることを条件として、その効力が

生じるものとします。

　当社は、本株主総会において、現に発行している当社の

普通株式を全部取得条項付種類株式に変更する定款の一

部変更を行うとともに、当該変更後の全部取得条項付種

類株式（現在の普通株式）の発行済株式の全部を無償で

取得し、消却することを決議いたしました。

　これを受けて、当社は、全部取得条項付種類株式（現在

の普通株式）の無償取得と同時に第三者割当によるＢ種

種類株式を発行し、Promontoria Investments Ⅰ B.V.に

対するデット・エクイティ・スワップ（債務の株式化）

により資本増強の協力要請をしていくものであります。
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当中間会計期間
（自　2009年７月１日
至　2009年12月31日）

前事業年度
（自　2008年７月１日
至　2009年６月30日）

　 　Ｂ種種類株式1,250株を発行し、発行価額は１株につき

40,000円であり、発行総額は50百万円、発行価額のうち資

本へ組み入れる額は20,000円であります。発行期日は

2009年11月10日となります。

　本増資は、自己資本の増強による財務基盤の強化を目的

としたものであり、バランスシートの改善を目的として

の、デット・エクイティ・スワップ（債務の株式化）の

手法を採用するため、資金の調達はなく、現物出資の給付

期日である2009年11月10日に、本増資における現物出資

財産の債権総額である138百万円の当社有利子負債が減

少することになります。

 

（２）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】
　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書、確認書及び内部統制報告書

　事業年度（第15期）（自2008年７月１日　至　2009年６月30日）2009年９月29日関東財務局長に提出。

(2）有価証券報告書の訂正報告書及び確認書

　2009年10月７日関東財務局長に提出

　事業年度（第15期）（自2008年７月１日　至　2009年６月30日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。

　2009年10月７日関東財務局長に提出 

　事業年度（第15期）（自2008年７月１日　至　2009年６月30日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。

　2009年11月９日関東財務局長に提出 

　事業年度（第15期）（自2008年７月１日　至　2009年６月30日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。

(3）臨時報告書

　2009年９月30日関東財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）、12号並びに19号（財政状態及び経

営成績に著しい影響を与える事象）に基づく臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書　

2010年３月30日

ラディアホールディングス株式会社

取締役会　　御中　

　　　　　　　　　　　　　                 新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員

業務執行社員　
公認会計士 鈴木　真一郎 　印

指定有限責任社員

業務執行社員　
公認会計士 善方　正義 　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るラディアホールディングス株式会社の2009年７月１日から2010年６月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（2009年７月１日から2009年12月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結

財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。　

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、ラディアホールディングス株式会社及び連結子会社の2009年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間（2009年７月１日から2009年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。　

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。　

　

以　上

　（注）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸

表に添付する形で別途保管しております。

２．中間連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の中間監査報告書　

2010年３月30日

ラディアホールディングス株式会社

取締役会　　御中　

　　　　　　　　　　　          　　      新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員

業務執行社員　
公認会計士 鈴木　真一郎 　印

指定有限責任社員

業務執行社員　
公認会計士 善方　正義 　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るラディアホールディングス株式会社の2009年７月１日から2010年６月30日までの第16期事業年度の中間会計期間

（2009年７月１日から2009年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株

主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務

諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。　

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、ラディアホールディングス株式会社の2009年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（2009

年７月１日から2009年12月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。　

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。　

　

以　上

　（注）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に

添付する形で別途保管しております。

２．中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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